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処理し金属接着性プライマー（メタファストボ

ンディングライナー，サンメディカル）を塗布

した．根面板に磁石構造体を吸着させた状態で

磁石構造体周囲と根面板周囲を常温重合レジン

（ユニファストⅢ，ジーシー）でキャップ状に被

覆した．図 3 はそれらを分離させた状態を，図

4 は口腔内で常温重合レジンを被覆した磁石構

造体を根面板の上に吸着させた状態を示す．キー

パー付き根面板を支台歯に合着し余剰セメント

を除去した後にこのレジンで被覆した磁石構造

体を根面板に試適して適合や吸着力を確認した．

次いでこの磁石構造体が根面板に吸着した状態

で個人トレーを用いて印象採得を行い義歯製作

用の作業模型を作製した．図 5 は作業模型を示

し，常温重合レジンで被覆した磁石構造体を根

面板に吸着させた口腔内の状態を再現している．

磁石構造体を義歯床に固定する際に常温重合レ

ジンの入るスペースを確保するために模型の磁

石構造体相当部分の周囲をリリーフした．口腔

図 2　根面形成した 44

図 3 レジンで被覆した磁石構造体とキーパー付
根面板

図 4　口腔内の磁石構造体と根面板

図 5　義歯製作用模型

内で仮床試適を行い人工歯や床外形と磁石構造

体との間に十分なクリアランスがあることを確

認して義歯を製作した．ノンメタルクラスプデ

ンチャー用樹脂材料にはチェアサイドで常温重

合レジンによる修理が可能なポリエステル系樹

脂であるエステショットブライト（アイキャス

ト）を用いた．図 6 に完成した義歯を示す．審

美領域ではない 34，35 にはダブルエーカースク

ラスプを用い，大連結子として用いたリンガル

バーと連結したフレームワークとすることで剛

性を確保した．磁石構造体周囲に樹脂材料の厚

さを確保したことによる人工歯配列や義歯床研

磨面形態への影響は認めなかった．図 7 は粘膜

面観を示す．磁石構造体装着のためのスペース

が確保されている．レジンを被覆した磁石構造

体を根面板に吸着させた状態で義歯を試適し両

者に干渉がないことを確認したのち義歯の咬合，

適合を調整した．その後セトリングを行うため

に磁石構造体を付けない状態で義歯を 1 週間使
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図 6　磁石構造体取り付け前の義歯

図 7　義歯の粘膜面観

用し，義歯が安定し根面板に吸着した磁石構造

体と干渉しないことを確認してから義歯に磁石

構造体を固定する常温重合レジン用の遁路を付

与し，常温重合レジンで両者を固定した．磁石

構造体を被覆した常温重合レジン部にはレジン

プライマー（ジーシー）を塗布し，エステショッ

トブライトを用いた義歯床は磁石構造体の入る

部分の樹脂を一層削合したがプライマー塗布は

行わなかった．図 8 は磁石構造体を常温重合レ

ジンで義歯床に固定した状態を示す．遁路から

出た余剰レジンを削除し，形態修正，研磨して

完成とした．図 9 は粘膜面観を示し，磁石構造

体の吸着面へのレジンのはみだしもなく正しく

固定されている．図 10は装着時の口腔内を示す．

図 11 に 4 年経過後の義歯粘膜面観を示す．磁石

構造体と被覆した常温重合レジンの間，固定に

用いた常温重合レジンと熱可塑性樹脂の間のい

ずれも緩みなく安定している．

　

図 8　磁石構造体を義歯に固定した状態

図 9　磁石構造体を固定した義歯の粘膜面観

図 10　義歯装着時の口腔内
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図 11　4 年後の義歯粘膜面観

Ⅳ．考察

　近年は部分床義歯補綴においても審美領域で

の金属露出を避けたいという患者からの要求が

高まり，この要求にこたえるものの一つとして

審美領域の金属クラスプを熱可塑性樹脂のレジ

ンクラスプに置き換えたノンメタルクラスプデ

ンチャーが紹介され，国産の材料も種々登場し

てきたことで普及し始めている．一方これまで

も金属が露出せず審美性に優れるうえ磁石の特

性を生かして支台歯に加わる側方力や回転力を

軽減する維持装置として磁性アタッチメントが

用いられてきた．症例によってはこの両者を併

用する場合も考えられるが，これまでに用いら

れてきたアクリルレジンとは物性が異なるため

曲げ弾性率の大きさによる磁石構造体の脱落リ

スクやチェアサイドで磁石構造体を義歯に固定

する際の樹脂と常温重合レジンとの接着の安定

性など考慮すべき点がある．そこで今回磁性ア

タッチメントをノンメタルクラスプ義歯に組み

込む上での問題点と術式について検討した．

１．ノンメタルクラスプデンチャー用熱可塑性

樹脂について

　床用材料として用いられる熱可塑性樹脂には

現在５グループに分類される異なった材料があ

る 3,4) が，いずれも義歯製作時に射出成型されて

いる．射出温度は 200℃以上である 7) ため磁石

構造体を射出成型時に義歯に組み込むことは熱

による吸引力の消失を意味しており 8,9) 事実上不

可能なため義歯完成後にチェアサイドで磁石構

造体を義歯に固定する必要がある．従来磁石構

造体を義歯に固定するには磁石構造体表面を金

属接着性レジンでコーティングしてから常温重

合レジンを用いて固定する方法が用いられてき

た．そこで従来の床用レジンにおける操作と同

様にチェアサイドで常温重合レジンを用いて磁

石構造体を固定するためには熱可塑性樹脂も常

温重合レジンと接着できることが要求される．

この条件を満たすものはアクリル系，ポリカー

ボネート系，ポリエステル系と一部のポリアミ

ド系である．これらの樹脂と常温重合レジンの

接着についてはノンメタルクラスプデンチャー

の修理に関する報告 10)で術式が紹介されている．

ポリアミド系は専用プライマーの塗布が必要だ

が他は無処理でも常温重合レジンに対してアク

リルレジン床と同等の接着性を示すとされてい

る．射出成型後の熱収縮はレストやメタルフレー

ムなどの金属構造物との適合精度にも影響する．

作業模型上でスペーサーを設けても熱収縮の大

きい材料では口腔内で磁石構造体を固定する時

に義歯と干渉するおそれがあるので熱収縮の少

ない材料が求められる．曲げ弾性率も材料によ

りさまざまであるが，弾性率が大きければ義歯

の変形をきたし沈下や側方，回転方向への力の

影響が大きくなる．磁性アタッチメントは有害

な側方力や回転力を伝えにくいとはいえ義歯の

沈下による支台歯への過大な負担は回避できな

い．また義歯の沈下にともない磁石構造体周囲

の樹脂が変形すれば磁石構造体の脱落リスクも

高くなる．このような条件を考慮して今回の症

例では射出後の寸法精度がよく硬さもあるポリ

エステル系樹脂のエステショットブライトを用

いた．ノンメタルクラスプデンチャーに用いら

れる熱可塑性樹脂は現在も種々開発されている

一方臨床応用にあたっての検証，評価は途上に

ある 11) ため今後磁性アタッチメントとの併用に

ついてさらなる検証が必要となると考えられる．

２．磁石構造体表面への前処置

　磁石構造体は表面が平滑で高径が低いため義

歯からの脱落防止のため側面に脱落対策機構が

設けられている 12-14) が臨床応用にあたってはよ

り確実な固定を目指して表面のサンドブラスト

処理や金属接着性プライマー塗布，接着性レジ

ンのコーティングなどが行われている 1,5,6)．熱

可塑性樹脂の義歯床は従来の床用レジンに比べ

て曲げ弾性率が高いため磁石構造体を固定する

常温重合レジンに対して圧縮や引っ張り力が加

わるおそれがあり磁石構造体の脱落リスクが高

くなる可能性がある．熱可塑性樹脂は人工歯や

金属に化学的に接着しない 10) ことから常温重合
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レジンが熱可塑性樹脂と磁石構造体に確実に接

着して両者を固定することが磁石構造体の脱落

対策として重要になる．脱落リスクを減らすた

めには防湿困難で汚染リスクの高い口腔内で直

接プライマーを塗布して常温重合レジンで磁石

構造体を固定するのではなく，あらかじめ口腔

外で磁石構造体表面に常温重合レジンを被覆し

ておいてから義歯に常温重合レジンを用いて固

定する方法がより確実であると考えられる．こ

れまでも磁石構造体表面をサンドブラスト処理

し歯科接着用レジンセメント（スーパーボンド，

サンメディカル）で被覆する方法が紹介されて

きた 1)．しかし歯科接着用レジンセメントがラ

ボサイドで多用される材料ではないため材料の

揃うチェアサイドで行われる場合が多く事前準

備で時間を要することもあった．そこで今回は

ラボサイドで対応可能な磁石構造体表面のサン

ドブラスト処理，金属接着性プライマー塗布，

常温重合レジン盛り付けまでの処理をあらかじ

め行い，それを口腔内で義歯に固定する方法を

試みた．磁石構造体を被覆した常温重合レジン

はキーパー付き根面板上面まで被覆することで

常温重合レジンによる義歯への固定時に義歯の

弾性によって磁石構造体に力がかかった場合の

抵抗となるようにした．このように，口腔外で

磁石構造体表面を金属接着性プライマー処理し

て常温重合レジンで被覆したことで磁石構造体

周囲のレジンが剥離脱落するリスクは低下した

と考えられる． 

３．磁石構造体のノンメタルクラスプデンチャー

との固定

　新たな義歯装着後には機能力が加わった時に

沈下などの変化があるのでこれまでも 1 週間程

度磁石構造体を付けずに使用してから磁石構造

体を固定する方法が紹介されてきた 1,5)．ノンメ

タルクラスプデンチャーは従来の床用アクリル

レジン床より弾性が大きいため磁性アタッチメ

ントの支台歯保護のためには義歯床に対する顎

堤粘膜の沈下，変位が十分安定するまでの待機

期間が必要と考えられる．今回使用した熱可塑

性樹脂は射出成型後の寸法変化が少なく硬めの

材料であることから従来のアクリルレジン床義

歯と同程度の待機期間としたが樹脂材料の種類

によって安定するまでの期間が異なることが考

えられる．一方，磁石構造体を付けない状態で

長い期間待機すればその間磁石構造体のための

スペースが義歯に空洞として残ってしまうため

根面板の周囲や義歯の空洞部に汚れが付着しや

すくなることで義歯と常温重合レジンの接着を

阻害することによる磁性アタッチメントの脱落

や支台歯の歯周組織の炎症を誘発するリスクが

ある．樹脂材料の性質に応じた適切な待機期間

については今後の検討が必要と考えられる．ノ

ンメタルクラスプデンチャーには義歯の沈下や

動揺により引き起こされるリスクとして歯頚部

歯肉の炎症，支台歯の動揺，歯槽骨の吸収，顎

堤の痛みや吸収などが挙げられており 4)，支台

歯が根面板となって影響を受けやすい磁性ア

タッチメントに対しては影響を軽減するために

は義歯設計や適切なリライニングについて検討

する必要があると考えられる．

Ⅴ．まとめ

　審美領域への金属露出を避けられる義歯とし

て熱可塑性樹脂を維持装置に用いるノンメタル

クラスプデンチャーが注目され臨床応用の機会

も増えてきた．磁性アタッチメントとノンメタ

ルクラスプデンチャーを併用する場合には従来

のアクリルレジンとは異なる熱可塑性樹脂製の

義歯と磁石構造体を確実に固定できることが必

要になるため，術式について検討した．その結果，

口腔外であらかじめ磁石構造体を常温重合レジ

ンで被覆し，チェアサイドで常温重合レジンに

よる補修が可能な熱可塑性樹脂を選択すること

によりノンメタルクラスプデンチャーと磁性ア

タッチメントを併用することが可能であると考

えられた．

利益相反

　本発表に関して開示すべき利益相反はない．
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第 34 回日本磁気歯科学会学術大会 抄録

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日　時　令和 5 年 11 月 11 日～ 12 日

　一般口演 1　　　　　　　　　　　　　　　　 

１．メッキ技術の応用によるニッケルフリー磁

性アタッチメントの開発

〇髙田雄京 1，高橋正敏 2，菊地　亮 1，小野寺継喬 1，

　菊地　敦 1

1 株式会社ケディカ、
2 北海道医療大学 生体材料工学分野

-------------------------------------------

【目的】

国産の閉磁路型アタッチメントには、磁気遮蔽

材料としてニッケルを含むオーステナイト系ス

テンレス鋼が用いられている。安全性と信頼を

担保するためニッケルを全く含まない磁性ア

タッチメントの開発を本研究の目的とした。

【方法】

フェライト系ステンレス鋼 SUS XM27（Fe-26Cr-

1Mo）にメッキ技術を利用して磁気遮蔽効果を狙っ

たクロム層を外周に付与したディスクヨークを

製作した。このディスクヨークを磁石構造体に

組み込み、レーザー溶接することでニッケルを

全く含まない磁石構造体を試作した。

【結果、考察】

試作した磁石構造体の溶接部には亀裂の発生も

なく、SUS XM27 と同等の耐食性（孔食電位）

を示した。長期間浸漬試験及び 100N で 260 万

回以上もの咬合試験でも錆や破壊のない耐久性

であった。維持力は従来品と同等であり、メッ

キ技術を利用することでニッケルを全く含まな

い閉磁路型磁石構造体の開発に成功した。

【質疑応答】

（質問）金澤　学（東京科学大）

１．新しい磁石構造体の形状を変更する予定は

ありますか？

２．レーザー溶接後の吸着面の研磨等は行なっ

ていますか？

（回答）高田雄京（ケディカ）

１．磁石構造体の磁気回路の効率を上げること

ができなければ形状変更は吸引力を低下させる

ので変更できないと考える．シールドリングの

溶接位置等を検討することで磁気回路の性能向

上が期待されるので変更の可能性はあると思わ

れる．

２．吸着面の研磨は全製品に行なっている．シー

ルドリング（Cr メッキ部）は吸着面の側面に接

合されたものなので、ディスクヨーク（吸着面）

を研磨しても、ディスクヨークが研磨ですり減っ

てなくならない限り Cr メッキ部は消失しない．

 

２．試作ニッケルフリー歯科用磁性アタッチメ

ントの維持力

○高橋正敏
1，高田雄京 2，菊地　亮 2，根津尚史 1

1 北海道医療大学 生体材料工学分野
2 株式会社ケディカ

-------------------------------------------

【目的】

閉磁路型の歯科用磁性アタッチメントには，磁

気回路を形成するためのシールドリングやス

ペーサーとしてニッケルを含有する非磁性ステ

ンレス鋼が用いられている．本研究では，ニッ

ケルを全く含まない磁性アタッチメントを試作

し，その維持力について調べた．

【方法】

反強磁性であるクロムをディスクヨークにめっ

きすることでシールドリングとした試作品を用

意した．ISO 13017 の方法に従い，維持力を測定

した．磁石構造体が側方にずれた位置での維持

力も測定した．吸着面の縁から中心までの硬さ

を測定した．試作品と同じサイズの磁性アタッ

チメント（フィジオマグネット 4813）と比較し

た．

【結果，考察】

試作品の維持力は従来品と同等であった．また，

磁石構造体が側方にずれたときの挙動は従来品

と同様であった．厚みのあるクロムめっきはシー

ルドリングとして機能することが分かった．ニッ

ケルフリー歯科用磁性アタッチメントの開発に

成功した．
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【質疑応答】

（質問）鱒見進一（九歯大）

今後のことについてですが、ケディカ社として

は従来型のアタッチメントからニッケルフリー

のアタッチメントに移行していく予定でしょう

か？また市販すると金額は高くなるのでしょう

か？

（回答）菊地　亮（ケディカ）

ニッケルフリー磁性アタッチメントの市販化予

定にて進めています．Cr めっきを使用している

こと、自費診療であることから従来品よりは高

価格になると思われます。

３．インプラント支持を応用した磁性アタッチ

メント義歯の三次元有限要素法による力学的解

析

〇中村健太郎，熊野弘一，藤波和華子，神原　亮，

　庄司和伸，中村好德，中村浩子，尾澤昌悟，

　武部　純

愛知学院大学歯学部有床義歯学講座

-------------------------------------------

【目的】

　オーバーデンチャーとして使用する下顎最後

方臼歯に磁性アタッチメントを適用した中間欠

損および遊離端欠損症例において，片側遊離端

欠損部へのインプラント埋入位置が及ぼす力学

的影響について，三次元有限要素法で検討する

ことを目的とした．

【方法】

欠損部位は 47，46，45 および 35，36 とし，44

と 34 に RPI クラスプ，37 に磁性アタッチメン

トを適応したオーバーデンチャーを基本モデル

とした．解析項目は，基本モデルと右側遊離端

欠損部の 47，46，45 相当部に各一本ずつインプ

ラントを埋入した 4 種を解析モデルとし，応力

解析を行った．

【結果，考察】

インプラントを 46 に埋入することで，支台歯周

囲組織の応力緩和や義歯沈下量の抑制効果が最

大となった．インプラントにより義歯の動揺は

減少し，支台歯や骨組織に対する負担も軽減さ

れることが示された．今回の結果より，インプ

ラント埋入位置は義歯の長期的な安定性におい

て重要であることが示唆された．

【質疑応答】

（質問）大久保力廣（鶴見大）

IRPD ではシンメトリーとなるインプラント埋入

が良いという考えもありますが、支台歯の応力

分布を考慮するとアシンメトリーでも良いとい

うことでしょうか。

（回答）中村健太郎（愛院大）

今回の解析結果からはシンメトリーかアシンメ

トリーが良いのかの詳細はわからないと思いま

す。今後、左側の位置も変えて埋入位置による

違いも調べて行きたいと思います。

（質問）岡本和彦（明海大）

１．解析に応力の種類は何を使用していますか

２．インプラント埋入していないモデルとの比

較で良いでしょうか

（回答）中村健太郎（愛院大）

１．応力の解析には Von Mises 相当応力を用い

ました。Von Mises 相当応力は複合応力状態の材

料の強度評価に適しているので、骨、粘膜の応

力分布を包括的に評価するために採用しました。

２．インプラントのない基本モデルと比較して

インプラントモデルでは粘膜負担の軽減と義歯

挙動の抑制がみられました。その中で第一大臼

歯埋入時が最も効果的でありました。

　一般口演 2　　　　　　　　　　　　　　　　 

４．磁性アタッチメントを用いた Implant-

Assisted Removable Partial Denture の咀嚼機能

－ 4 年経過報告－

〇張　君瑋 1，岩城麻衣子 2，佐藤大輔 3，

　宮安杏奈 4，駒ヶ嶺友梨子 1，楠本友里子 5，

　安部友佳 6，馬場一美 6，金澤　学 1

1 東京医科歯科大学　高齢者歯科学分野 
2 東京医科歯科大学　口腔デジタルプロセス分野　
3 昭和大学大学院歯学研究科インプラント歯科学

分野
4 東京医科歯科大学　先端材料評価学分野
5 昭和大学歯学部歯科補綴学講座歯科補綴学部門
6 昭和大学大学院歯学研究科歯科補綴学分野

-------------------------------------------

【目的】

本研究はショートインプラントと磁性アタッ

チメントを用いた Implant-Assisted Removable 

Partial Denture（IARPD）の前向き介入研究にお

ける咀嚼機能の評価を行うこととした．
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【方法】または【症例の概要】

下顎 Kennedy Ⅰ級またはⅡ級の遊離端欠損を有

する義歯装着者30名を被験者とした．直径4.1mm

長さ 6mm のインプラントを遊離端欠損部に埋入

し，IARPDとした．術前、埋入後ヒーリングキャッ

プ装着時、磁性アタッチメント装着時，および

埋入 1 年，2 年，3 年，4 年後に，咀嚼チェック

ガム、咀嚼能力測定用グミゼリーを用いた咀嚼

能力評価、デンタルプレスケールを用いた最大

咬合力，咬合接触面積評価を行った．

【結果，考察】

下顎 Kennedy Ⅰ級患者の咬断能力は，術前と比

較して 2 年，3 年および 4 年経過時に有意な改

善を認めた．本研究結果から，臼歯部遊離端欠

損症例におけるショートインプラントと磁性ア

タッチメントを用いた IARPD は，咀嚼機能の向

上に有効である可能性が示唆された．

【質疑応答】

（質問）鱒見進一（九歯大）

術前から埋入 4 年後までの期間に義歯の粘膜面

や咬合面の調整は行われましたでしょうか？

（回答）張  君瑋（東京科学大）

インプラント埋入後、各評価時期の間隔は 1 年

になります。その間、約 3 か月ごとリコールを

行い、粘膜面の適合を確認しました。また、咬

耗した人工歯を確認し、咬合調整を行いました。

（質問）田中譲治（日本インプラント臨床研究会）

6mm というショートインプラントを使用してい

ますが、予後について教えてください。またイ

ンプラント植立位置の考え方を教えてください。

（回答）張  君瑋（東京科学大）

本研究に用いたショートインプラントは合計 48

本です。埋入後 4 年経過したところでロスト

したインプラントは合計 8 本でした。しかし、

ショートインプラントを用いたことにより適応

可能の範囲が増えて、患者に治療方法の選択を

より多く提供できると考えております。

本研究において、遊離端欠損を中間欠損化する

ことを考慮してできるだけ後方を選択しました。

CBCT 画像を参考にして、第一大臼歯相当部に

決めました。

５．磁性アタッチメントを活用したインプラン

ト上部構造のトラブルシューティング

○喜久田吉蔵，時　秋宜，高橋雄太，山崎麻由，

　柴田翔吾，桝本光希，栗原大介，鈴木恭典，

　大久保力廣

鶴見大学歯学部口腔リハビリテーション補綴学

講座

-------------------------------------------

【目的】

インプラントオーバーデンチャー（以下 IOD）

及びインプラントパーシャルデンチャー（以下

IRPD）の術後の合併症に対し，磁性アタッチメ

ントを用いて改善した 2 症例を報告する．

【方法】または【症例の概要】

　第１症例：76 才，男性．近医にて上顎に IRPD

を装着後，人工歯の脱離を主訴に当院を受診．

IRPD は度重なる修理の痕跡が認められた．咬合

挙上後，磁性アタッチメントを用いた Co-Cr 床

の IRPD を製作した．

第２症例：73 才，男性．近医にて上下顎ロケー

ターアタッチメントを用いた IODを装着したが，

咀嚼障害と義歯破折を主訴に来院．上顎インプ

ラントは平行性がなく埋入されていたため、バー

アタッチメントに磁性アタッチメントを併用し

た IOD を製作した．

【結果，考察】

IOD，IRPD の長期にわたる良好な予後を得るた

めにはアタッチメントの特性をよく理解し，義

歯設計を行う必要がある．

【質疑応答】

（質問）金澤　学（科学大）

上顎マグネット、下顎ロケーターと１口腔に複

数のアタッチメントが入るとメンテナンスが大

変になりそうなイメージがあります。上下で違

うアタッチメントを選択された理由を教えてく

ださい。

（回答）喜久田吉蔵（鶴見大）

上顎に関しては清掃性が低下するため入念な清

掃指導を行いました。

下顎は元々ロケーターアタッチメントのオー

バーデンチャーが装着されており、大きな問題

を認めなかったため、慣れたものを継続して使

用していただくことにしました。
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（質問）永田和裕（NDc）

上顎のインプラントはミリングバーで固定され

ているが、下顎も２本インプラントなので連結

しない単独の磁性アタッチメントでも対応可能

ではないか？（清掃性の点で対応しやすいので

は？） 

（回答）喜久田吉蔵（鶴見大）

上顎インプラントは３本それぞれが平行性なく

埋入されており、生存率向上のためには清掃性

の観点を踏まえても強固に連結し、それぞれの

負担荷重を分散する必要があると考えました。

６．下顎遊離端欠損に対して ISRPD を用いた若

手症例

○義原皇一郎，曽根峰世，沼澤美詠，鳴海史子，

　松本大慶，小山夏実，谷内佑起，青木健児，

　岡本和彦

明海大学歯学部機能保存回復学講座有床義歯補

綴学分野

-------------------------------------------

【目的】

磁性アタッチメントは指向性を持たない支台装

置であり，他の支台装置との併用が可能である．

今回，臼歯部の咬合支持を失った下顎遊離端欠

損に対して磁性アタッチメントを用いた ISRPD

による治療症例について報告する．

【症例の概要】

患者は 76 歳男性．1 年前に下顎部分床義歯を装

着したが，最近になって義歯の動揺による咀嚼

困難を自覚し，当診療科を受診した．検査の結果，

下顎臼歯部にインプラント埋入を行い，磁性ア

タッチメントを用いた ISRPD 製作を提案し，同

意を得たため治療へ移行した．

【結果，考察】

最終補綴装置として，インプラント部に根面タ

イプの磁性アタッチメント（マグフィット IP，

愛知製鋼）を使用し，残存歯にはワイヤークラ

スプを支台装置とする ISRPD を装着した．装着

後のグルコース溶出量の測定および OHIP‐14

の値は，装着前と比較して改善が認められてお

り，患者満足度の高い治療であったと考えられ

た．

【質疑応答】

（質問）都築　尊（福歯大）

支持だけでなく維持を持たせることでグルコセ

ンサーの値が上昇したと考えても良いのでしょ

うか。

（回答）義原皇一郎（明海大）

私も今回の症例では磁性アタッチメントにより

維持をもたせたことにより、義歯の浮き上がり

も抑制することにより、義歯の動揺を最小限に

したことによりグルコセンサーの値が上昇した

と考えています。

（質問）金澤　学（東京科学大）

ISRPD なので義歯が回転することは少ないため

にドームタイプではなく、フラットタイプの方

が適しているのではないか。

（回答）義原皇一郎（明海大）

今回の症例では残存歯が正中付近に集中して残

存しているため、リンガルエプロンによる把持

機能の増加を行っても、水平回転等の回転が生

じてしまうため、回転機能を有するドームタイ

プを選択し、回転運動が生じた際の維持力の低

下を防ぎました。

　一般口演 3　　　　　　　　　　　　　　　　 

７．プロビジョナルレストレーションの評価に

より治療計画を変更した一症例

〇都築　尊

福岡歯科大学咬合修復学講座有床義歯学分野

-------------------------------------------

【目的】

オーバーデンチャーには，支台歯の着力点を低

くし，支台歯にかかる過大な負担を軽減させる

利点がある．われわれは，プロビジョナルレス

トレーションの破折を繰り返す症例に対し，磁

性アタッチメントによるオーバーデンチャーを

選択し，良好な結果を得ることができたので報

告する．

【症例の概要】

患者は 74 歳女性．咀嚼困難を主訴に来院した．

上顎残存歯をすべて歯冠修復し，クラスプデン

チャーにより咀嚼機能を改善する治療計画を立

案した．プロビジョナルレストレーションと治

療用義歯により適正下顎位を模索していたが，

プロビジョナルレストレーションの頻回の破折

が起こった．歯根破折を回避するためオーバー
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デンチャーに治療計画を変更した．

【結果，考察】

上顎前歯の歯冠を失いたくないという患者の希

望には沿えなかったが，装着感や審美性，清掃

性の向上を認め，患者の満足度および口腔関連

QOL は改善した．

【質疑応答】

（質問）大山哲生（日大）

タバコの影響はあるか？患者の変化はどうか？

（回答）都築　尊（福歯大）

歯周病の原因の１つに喫煙は十分考えられます。

患者はヘビースモーカーを自覚しておられます

が、保存科の献身的なメンテナンスによりモチ

ベーションが向上し喫煙本数が減っております。

（質問）永田和裕（NDs）

上顎両側中切歯は CR コーピングとしているが、

２次カリエス等の発生を考えるとメタルコーピ

ングの方が好ましいのではないか？

（回答）都築　尊（福歯大）

レジン床の厚みを確保するためにレジンコーピ

ングといたしました。今後メンテナンスを注意

深く行い、マージン部レジンのチッピングや 2

次カリエスが認められた場合はメタルコーピン

グに移行しようと思います。

８．マグネットアタッチメントの効果的な取り

付け方

〇小坪義博

こつぼ歯科

-------------------------------------------

【目的】

マグネットアタッチメントの正確な取り付けは、

吸引力の発生に重要な要素である。

その為には、キーパーに対してマグネットの位

置付けを適正に行う必要がある。

今回、その注意点について考察していく。

【方法】または【症例の概要】

義歯床内にマグネットを装着する際にマグネッ

トとキーパーとのずれが生じないように、ある

いは、マグネットが義歯床内で適正な位置に設

定されるように取り付けする方法をシェーマな

どを用いて解説していく。

【結果，考察】

マグネットとキーパーの接触面積が最大でなけ

れば、マグネットアタッチメントの効果は充分

に発揮出来ない。その為には今回提示したよう

な事に留意しながら、マグネットを設置する事

が重要である。

【質疑応答】

（質問）大久保力廣（鶴見大）

磁石構造体装着時のコーピングに生じているア

ンダーカットをブロックアウトされるとお話し

されていたが、どのような材料を用いているの

でしょうか。

（回答）小坪義博（こつぼ歯科）

キャビトンあるいはワセリンを用いています。

（質問）田中譲治（日本インプラント臨床研究会）

遁路について金属床の場合はどのようにしてい

ますか？

（回答）小坪義博（こつぼ歯科）

金属部を避けて、歯間乳頭部か人工歯後方部に

設置しています。

９．磁性アタッチメントを習得するハンズオン

セミナー　－３年間の開催報告－

〇山﨑麻由，時　秋宜，高橋雄太，喜久田吉蔵，

　柴田翔吾，桝本光希，新保秀仁，栗原大介，

　鈴木恭典，大久保力廣

鶴見大学歯学部口腔リハビリテーション補綴学

講座

-------------------------------------------

【目的】

磁性アタッチメントは，磁石構造体とキーパー

を正確に位置付け固定することが重要である。

（公社）日本補綴歯科学会第 131 〜 133 回学術大

会において開催した『磁性アタッチメントを習

得する〜技工操作から取り付けまで〜』という

ハンズオンセミナーの概要を報告する。

【方法】または【症例の概要】

ハンズオンセミナーは磁性アタッチメントの特

徴や診療の進め方等の講義および顎模型とオー

バーデンチャーを用いて磁石構造体を義歯に固

定する実習を行った。
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【結果，考察】

セミナーは，毎年 40 名の参加者を 20 名ずつ２

回に分け，計 6 回開催した。毎回発生した取り

付け操作時のトラブルには磁石構造体の義歯か

らの脱離や吸引力不足などが認められた。脱離

に関してはメタルプライマーの不使用や常温重

合レジン硬化前の義歯の取り外しが考えられた。

吸引力不足に関しては吸着面へのレジンの迷入

やエアギャップなどの磁石構造体の位置ずれが

考えられた。

【質疑応答】

（質問）高橋正敏（北医療大）

私はハンズオンセミナーに参加し、吸引力不足

の失敗を犯しました。その後に色々と勉強した

結果、原因はレジンの硬化を十分に待てなかっ

たことが分かりました。硬化の時間を自己に任

せるのではなく、５分間など時間を設定した方

が良いと思います。

（回答）山崎麻由（鶴見大）

義歯に遁路を設置しているため、遁路から出た

レジンで硬化したかを判断したいと考えていま

す。時間については今後の検討課題とさせてい

ただきます。

（質問）永田和裕（NDc）

実習において維持力が不足した原因は何です

か？義歯を外すタイミングが早いのではない

か？

（回答）山崎麻由（鶴見大）

維持力が低下した原因として経験年数の差が考

えられます。義歯を外すタイミングはレジンの

硬化時間との兼ね合いがあるため今後の検討課

題とさせていただきます。

（質問）吉田馨太（株式会社シンワ歯研）

実習に使用したキーパーおよび磁石構造体は臨

床で使用するものと同じだったか？その場合コ

ストがどうだったか教えて欲しい。

（回答）山崎麻由（鶴見大）

第 131、132 回の 3.5 ㎜のキーパーはハイコレッ

クスポストキーパー、第 133 回の 5.0 ㎜のキー

パーにはフィジオマグネットのキーパー、磁石

構造体は 3 回ともフィジオマグネットを使用し

た。コストに関しては協賛企業からの提供だっ

たため詳細は分かりません。
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令和６年度　日本磁気歯科学会　第２回理事会要旨

日時：令和 6 年 11 月 9 日 ( 土 )

場所：明海大学浦安キャンパス講義棟 3F

　　　4302 会議室

出席：理  事  長：秀島雅之

 副理事長
 　　　　：武部　純
 庶　　務　

 会　　計：高橋正敏

 編　　集：曽根峰世

 学　　術：金澤　学

 プロジェ
 　　　　：石田雄一
 クト検討　　

　　　用語検討：槙原絵理

 会則検討：越野　寿

 医　　療：都築 尊

 安全基準：鈴木恭典

 広　　報：芥川正武

 認　　定：會田英紀

 臨床評価：永田和裕

 利益相反：岡本和彦

 理　　事：大久保力廣

 　　　　　大山哲生

 　　　　　田中譲治

 　　　　　土田富士夫

 　　　　　中村和夫

 　　　　　誉田雄司

 幹　　事：和田淳一郎（理事長）

 　　　　　熊野弘一（庶務）

 　　　　　松本大慶（編集）

 　　　　　煙山修平（認定）

 　　　　　駒ヶ嶺友梨子（学術）

 　　　　　渡辺崇文（用語）

 　　　　　後藤崇晴（プロジェクト）

 　　　　　濱中一平（医療）

 　　　　　栗原大介（安全基準）

　　　　　　　　吉田馨太（臨床評価）

 事 務 局：吉澤美穂

１．理事長挨拶

　秀島理事長より挨拶があった．

２．報告事項

１）会務報告

（１）庶務

　武部副理事長より，令和 6 年 9 月 30 日

現在の会員数 ( 正会員 343 名，名誉会員

14 名，賛助会員 6 社，購読会員 10 団体 )

について報告された．なお , 新入会員は

14 名 , 退会会員 10 名であった．また，令

和 6 年度日本磁気歯科学会第 1 回理事会

要旨について報告された．

（２）会計

　高橋理事より，令和 6 年度会計決算が

報告された．大会助成金の振込時期の関

係上，例年とは異なる旨が報告された．

監査結果について，鱒見監事より，田中

監事，鱒見監事の 2 名で監事監査を行っ

た旨が報告された．決算報告について協

議の結果，承認された．

　次いで，高橋理事より，令和 7 年度予

算案について報告され，協議の結果，承

認された．

２）委員会報告

（１）編集委員会

　曽根委員長より，査読作業，著者校正

が行われ，学会雑誌が予定通り発刊され

ることが報告された．

　松本幹事より，投稿論文数は，第 33 巻

1 号が 13 編（総説論文：4 編，原著論文：

1 編，臨床論文：8 編），その他として第

33 回日本磁気歯科学会口演事後抄録，座

長総括，2 号が 13 編であり，広告掲載数は，

それぞれ 1 社ずつであると報告された．

（２）学術委員会

　金澤委員長より，第 34 回学術大会の優

秀口演賞については，審査員団で審査を

行い，優秀口演賞の表彰を学会懇親会に

て行う予定である旨が報告された．

（３）プロジェクト検討委員会

　石田委員長より令和 6 年度日本歯科医

学会プロジェクト研究費に申請したが，

不採択であった旨が報告された．また令

和 7 年度 8020 研究事業に研究課題を申請

予定である旨が報告された．

（４）用語検討委員会

　槙原委員長より用語集の修正（標記の

ズレ，誤字の修正，同義語の整合性）に

ついて審議し，修正について承認が得ら

れたため，学会 HP へ掲載を依頼した旨

が報告された．
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（５）安全基準検討委員会

　鈴木委員長より，磁性アタッチメント

の取り扱いならびに安全性を正しく理解

してもらうため，公益社団法人日本補綴

歯科学会第 133 回学術大会ハンズオンセ

ミナー 1 にて「磁性アタッチメントを習

得する～技工操作から取り付けまで～」

を開催した旨が報告された．

　今後も磁性アタッチメントの取り扱い

および安全性を周知するため，同様な講

演会を継続開催する予定である旨が報告

された．

（６）広報委員会

　芥川委員長より，Web サイトの維持・

管理，新しい情報があれば HP に掲載を

行っている旨が報告された．

（７）認定審議委員会

　會田委員長より，今年度の新規申請者

がいない旨が報告された．

煙山幹事より，2024 年度認定医更新予定

者 3 名全員の更新申請書が提出され，更

新資格を有していることが確認されたこ

とが報告された．

（８）臨床評価委員会

　永田委員長より，今後も磁性アタッチ

メントの予後調査を継続していく予定で

ある旨が報告された．また予後調査表に

ついての説明が行われた．

　吉田幹事より，保険導入後における磁

性アタッチメントの技工に関する詳細が

報告された．

（９）ISO 対策委員会

　高橋委員長より，2025 年の ISO 13107

改定の協議についてメール会議を行った

旨が報告された．

（10）倫理審査委員会

　武部副理事長より，倫理審査委員会の

規定集の改定，構成員の増加について報

告された．

３）第 34 回学術大会，第 24 回国際磁気歯科

インターネット会議

　岡本大会長より，第 34 回学術大会の詳

細について報告された．また 第 24 回国

際磁気歯科インターネット会議について

2025 年 2 月 24 日〜 3 月 14 日の日程で開

催予定である旨が報告された

４）第 35 回学術大会，第 25 回国際磁気歯科

インターネット会議

　都築大会長より，第 35 回学術大会は，

2025 年 11 月 1 日〜 2 日に阿蘇プラザホ

テルにて開催する予定である旨が報告さ

れた．第 25 回磁気歯科インターネット会

議の詳細について今後，検討していく旨

が報告された．

５）第 36 回学術大会

　武部副理事長より大会校として鶴見大

学を，また大久保理事より大会長として

鈴木理事が推薦され，協議の結果，承認

を得た．

３．その他・協議事項

１）日本歯科医学会認定分科会資格の更新に

ついて

　秀島理事長より，日本歯科医学会認定

分科会の更新に向けて，更新資料を作成

し，日本歯科医学会に提出した旨が報告

された．

２）賛助会員の追加について

　秀島理事長より，マグネデザイン株式

会社，歯科心身株式会社の 2 社より賛助

会員として入会希望の連絡があった旨が

報告された．協議の結果，2 社の賛助会

員としての入会が承認された．

３）役員人事について

　武部副理事長より，田中監事が監事の

交代を希望する連絡があった旨が報告さ

れた．次期の監事には，鱒見監事より秀

島理事長が推薦され，協議の結果，承認

された .

４）宛先・メールアドレス不明について

　熊野庶務幹事より，現在宛先・メール

アドレスが不明となっている会員につい

ては分かり次第，庶務，事務局宛に連絡

するよう確認された .

以上
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令和７年度　日本磁気歯科学会　第１回理事会要旨

日時：令和 7 年 4 月 28 日 ( 月 )

場所：Web 会議（Zoom）

出席：理  事  長：武部　純

 会　　計：高橋正敏

 編　　集：曽根峰世

 学　　術：金澤　学

 プロジェ
 　　　　：石田雄一
 クト検討　　

　　　会則検討：越野　寿

 安全基準：鈴木恭典　

 医　　療：都築　尊

 臨床評価：永田和裕

 理　　事：大久保力廣

 　　　　　大山哲生

 　　　　　田中譲治

 　　　　　土田富士夫

 　　　　　中村和夫

 　　　　　誉田雄司

 　　　　　若林則幸

 監　　事：鱒見進一

 　　　　　秀島雅之

 幹　　事：熊野弘一（理事長）

 　　　　　松本大慶（庶務・編集）

 　　　　　渡辺崇文（用語）

 　　　　　後藤崇晴（プロジェクト）

 　　　　　濱中一平（医療）

 　　　　　栗原大介（安全基準）

 　　　　　吉田馨太（臨床評価）

　　　事 務 局：吉澤美穂

１．理事長挨拶

　武部理事長より挨拶が述べられた．

２．審議事項

１）武部理事長より令和 7，8 年度の事業計画

（案）についての説明がなされた．

（１）学術大会

　第 35 回，第 36 回学術大会，国際インター

ネット会議の開催．また，診療及び磁性アタッ

チメントの技工操作の技術向上を目的とした

本会から発信する WEB 講演研修会の開催 .

（２）地域医療連携支援委員会の設置

　地域医療機関との連携を強化し，講演

活動や支援活動を推進． 

（３）学会誌の発行，英文誌の発行準備

　学会誌は年 2 回発行．また，和文混合

誌から英文誌への移行を目指し，ワーキ

ンググループを設置．

（４）賛助会員との共同研究（産学連携）の

推進

　本会がハブとなり，企業の賛助会員と

アカデミアの本会会員が協力し，協調領

域での基盤を構築，共同研究の実施，実

用化の推進．

（５）認定医・認定技工士の認定

　新規認定と更新作業を継続．

（６）顕彰制度の充実

　優秀学会論文賞，優秀奨励論文賞，若

手研究者向けの優秀発表賞を新設し，表

彰制度規程の改正を行う．

（７）関連学術団体と連携・協力

　関連学会の学術大会への協力，支援．

関連学会との共催シンポジュウム等の開

催．

（８）磁性アタッチメント臨床評価

　本会会員向けの倫理審査申請書・研究

実施計画書の改訂・策定，多施設共同研

究のための倫理審査申請書・研究実施計

画書の改訂，策定．

（９）ISO 及び JIS 規格の定期見直し

（10）競争的資金の申請

　日本歯科医学会プロジェクト研究費課

題，8020 財団研究助成への申請等外部資

金の獲得を目指す．

（11）広報活動の強化

　ホームページを活用した情報発信を充

実．

　以上の事業計画案が諮られ，審議の結

果，出席者全員が了承した．

２）武部理事長より新理事候補 9 名の推薦が

あり，審議の結果，承認された．次いで，令

和 7，8 年度日本磁気歯科学会役員案が諮られ，

審議の結果，出席者全員が了承した .

３）越野会則検討委員長より倫理審査規程の

改正ならびに多施設共同研究や新しい倫理指

針に対応するための書式の整備に関する報告

がなされた．また，倫理審査申請書や研究計

画書の様式が改訂され，より詳細な情報を提

供する仕組みを導入すること，そして，患者

日本磁気歯科学会雑誌　　34巻　1号　　2025年 103



の同意書については文書記録を原則としつつ

電子カルテでの対応も検討されている旨の提

案がなされ，これらの改正（案）については

審議の結果，出席者全員が了承した .

４）松本庶務幹事より認定医退会に関する対

応について，認定医期限中の退会に際し，認

定証返却の有無について諮られ，審議の結果，

認定証の返却を求める必要はないとの結論に

至り，規程に基づき、認定医名簿から削除す

ることについて出席者全員が了承した .

５）武部理事長より日本磁気歯科学会のサー

バー契約について現在，サーバー契約が個人

名義となっているため，学会名義での契約へ

の移行 が検討された．事務局と広報委員会が

連携し，契約内容の見直しとして継続協議と

する旨で出席者全員が了承した .

３．報告事項

（１）理事長報告

　武部理事長より日本歯科医学会認定分

科会の資格更新について，昨年度，秀島

理事長のもとで手続きが進められていた

件に関し，令和 7 年 4 月 1 日から令和 12

年 3 月 31 日までの 5 年間の資格更新が 2

月 12 日付で日本歯科医学会より認められ

たこと，ただし更新承認には附帯事項と

して「機関誌掲載の原著論文の増加」に

ついての指摘があり，今後は学会運営の

適正化に努めるよう求められている旨の

報告がなされた．

（２）庶務報告

　松本幹事より，令和 7 年 3 月 31 日現在

の会員数は正会員 341 名（新入会員 11 名，

復帰会員 0 名，退会会員 10 名，名誉会員

移行 0 名），名誉会員 14 名，賛助会員 8 社，

購読会員 11 団体の旨について報告がなさ

れた．

　また，外部機関会議への出席としては，

令和 7 年 3 月 12 日に日本歯科医学会連合

臨時総会へ岡本和彦庶務担当理事が，令

和７年 3 月 11 日に公益社団法人日本歯科

医師会主催の診療報酬改定に関する説明

会へ都築尊医療委員会委員長が出席した

旨，さらに令和 7年 3月 26日にはUFIN（大

学病院医療情報ネットワーク）35・30 周

年記念式典へ祝電を送信した旨の報告が

なされた．

　また，令和 6 年度日本磁気歯科学会第

２回理事会要旨に関する報告がなされた .  

（３）会計報告

　高橋委員長より令和 7 年度中間会計報

告が行 われ，収入については令和 7 年 2

月末締めで処理されており，支出につい

ては雑誌製作費が当該時点では未反映で

あったものの，既に約 48 万円の支払が

完了している旨の報告がなされた．また，

大会助成金については第 34 回大会分に加

え次回第 35 回大会分 70 万円が今後含ま

れる予定となっており，いずれも支出は

予定通り執行 されている旨の報告がなさ

れた．

（４）編集委員会

　曽根委員長より，第 33 巻は令和６年

12 月 1 日に発行され，第 1 号には総説論

文 4 編，原著論文 1 編，臨床論文 8 編の

計 13 編が掲載された . また，第 33 巻 2

号については「32巻」との誤記があったが，

インターネット会議のプロシーディング

として 13 編が掲載され，各号 300 部が配

付された旨の報告がなされた．広告につ

いては両号とも 1 社のみで，製作費は総

収入 129万 7,500円，支出 48万 6,019円で，

約 80 万円の黒字となっており，次号（34

巻 1 号）には第 34 回学術大会の講演内容

や投稿論文 2 編を含めた内容が予定され

ている旨の報告がなされた . また，イン

ターネット会議でのポスター発表につい

て，アブストラクトが雑誌掲載時に省略

されてしまうことが多いため，ひな形を

見直す方針について提案がなされた．な

お，33 巻 2 号における原稿の誤掲載につ

いては，印刷会社の負担で再発行されて

おり，今後は編集委員会と印刷会社での

チェックを強化し，再発防止に努める旨

の報告がなされた .

（５）学術委員会

　金澤委員長より，第 35 回学術大会の優

秀口演賞については，厳正な審査の結果，

北海道医療大学の高橋先生と鶴見大学の

菊田先生の 2 名が受賞された旨の報告が

なされた． 

（６）安全基準検討委員会

　會鈴木委員長より，公益社団法人日本

補綴歯科学会第 133 回学術大会でハンズ
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オンセミナーを実施したこと，令和 7 年

度についても第 134 回学術大会において

同様のハンズオンセミナーが開催予定で

ある旨の報告がなされた．また，学会ホー

ムページで提供されている「磁性アタッ

チメントと MRI 安全基準マニュアル」や

「磁性アタッチメントリーフレット」の周

知ならびに MRI 検査現場での担当者向け

の東京 MRI 励起会や講演会開催を検討す

るとともに，新理事と企画の相談を進め

ていく旨の報告がなされた．

（７）医療委員会報告

　都築委員長より，令和 6 年 12 月 13 日

（金）「歯科医療協議会研修会」，令和７年

3 月 11 日（火）「令和 8 年度診療報酬改

定における医療技術評価提案書に係わる

説明会」へ参加した旨の報告がなされた．

（８）認定審査委員会

　欠席の會田委員長に代わり，武部理事

長より，令和 7 年度認定医の更新予定者

について，該当する 5 名については，令

和７年 9 月 30 日を申請締切日として，更

新手続を案内する旨の報告がなされた．

（９）臨床評価委員会

　永田委員長より，臨床評価の継続確認

を令和 7 年度も実施し，データ提出締切

について 8 月 31 日としていること，なお

注意点として，トラブル症例の詳細報告，

追跡不能例の確実な報告をしていただき

たい旨の依頼がなされた．

（10）プロジェクト検討委員会

　石田委員長より，昨年度の活動報告と

して，令和 7 年度 8020 公募研究助成事業

への申請，ならびに日本歯科医学会プロ

ジェクト研究の公募テーマへの応募申請

を行っており，今年度においても，例年

通り外部資金の申請・獲得を目指し，日

本歯科医学会プロジェクト研究費（令和

7 年度）8020 公募研究助成事業（令和 8

年度）への申請を行う旨の報告がなされ

た .

３）第 34 回学術大会，第 24 回国際磁気歯科

インターネット会議

　曽根準備委員長より，第 34 回学術大会

および第 24 回国際磁気歯科インターネッ

ト会議（125 回のアクセスと 17 件の Q&A

が記録）のいずれも盛会のうちに終了し

た旨の報告がなされた．

４）第 35 回学術大会，第 25 回国際磁気歯科

インターネット会議

　都築次期大会長より，第 35 回学術大会

は，令和 7 年 11 月 1 日〜 2 日に阿蘇プラ

ザホテルにて開催予定であること，また，

第 25 回磁気歯科インターネット会議の詳

細については今後，検討していく旨の報

告がなされた．

５））第 36 回学術大会

　鈴木次々期大会長より，第 36 回学術大

会は，横浜市近辺で開催を予定している

旨の報告がなされた．

４．その他

１）資料送付不達者について

　松本庶務幹事より，資料送付不達者と

なっている会員については分かり次第，

庶務，事務局宛に連絡していただきたい

旨の依頼がなされた．

以上
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日 本 磁 気 歯 科 学 会 会 則

第 1章　名　　　称

第 1条	 本会は日本磁気歯科学会 (JAPANESE 

S O C I E T Y  O F  M A G N E T I C 

APPLICATIONS IN DENTISTRY) と称す

る．

第 2章　所　在　地

第 2条 この団体を次の所在地に置く．

 東京都新宿区新宿 1-27-2-2F

 ( 株 ) ケイ・コンベンション内

第 3章　目　　　的

第 3条 本会は磁気の歯科領域への応用に関す

る研究の発展ならびに会員の知識の向

上をはかることを目的とする．

第 4章　会　　　員

第 4条 本会の会員は下記の通りとする．

　　　(1) 正会員　磁気に関する学識又は関心を

有するもので本会の目的に賛同する者

　　　(2) 賛助会員　本会の目的，事業に賛同す

る法人又は団体

　　　(3) 名誉会員　本会の目的達成に多大の貢

献を果たし理事会の議決を経た者

第 5条 本会に入会を希望する者は入会金とそ

の年度の会費を添え申し込むこと．

第 6条 会員は下記のいずれかの号に該当する

時は，理事会の決定によって会員の資

格を失うことがある．

　　　(1) 会費を 3 年以上滞納した時

　　　(2) 本会の会則に違反する行為があった時

第 7条 退会した者が再入会する場合は，滞納

会費を納入した上で下記の選択を行う

　　　(1) 退会後、3 年以内の場合に限り，当該

期間の会費を納入することで継続した

会員として復帰する．ただし，その間

の発行物等は提供しない．

　　　(2) 上記 (1) を選択しない場合もしくは退

会後 3 年以上が経過した場合は，新入

会となり退会前の会員歴を引き継がな

い .

第 5章　会　　　計

第 8条 本会の経費は，会費，寄付金，その他

で支弁する．その収支は総会において

報告し承認を得るものとする．

第 9条 正会員については入会金 5,000 円，年

会費 5,000 円とする．また，賛助会員

については入会金 10,000 円，年会費

10,000 円とする．

第 10 条 非会員で雑誌購読を希望するものは，

1 部 2,500 円で購入できるものとする．

また，非会員の 1 件の研究発表および

1 編の雑誌投稿は，2,500 円の登録料を

支払うことで認められるものとする．

第 11 条 本会の事業年度は 1 月 1 日より 12 月

31 日とする．

第 12 条 ただし，会計年度は 10 月 1 日より翌

年の 9 月 30 日とする．

第 6章　役　　　員

第 13 条 本会に次の役員を置く．

 理事長 1 名，副理事長 1 名，監事，理事， 

幹事各若干名．

第 14 条 理事長，副理事長，理事は理事会を

 組織し，本会の目的達成のための必要

事項を審議，企画および処理を行う．

学術大会大会長ならびに次期学術大会

大会長は理事として理事会に出席す

る．幹事は理事を補佐し，会務を分担

する．

第 15 条 理事長および副理事長は理事会でこれ

を推薦し，総会において選出する．理

事は理事会において適当と認められ，

総会で承認を得たものとする．監事は

理事会の推薦により理事長が任命し，

職務を委嘱する．なお、改選期以外の

理事の選任においては理事会承認（任

期は残任期間）とし，総会で報告する

ものとする．

第 16 条 役員の任期は 2 年とする．但し，再任

を妨げない．

（令和 5 年 11 月 12 日改定）
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第 7章　事　　　業

第 17 条 本会は毎年 1 回総会を開き，会務を報

告し，重要事項を審議する．

第 18 条 本会は毎年 1 回以上学術大会を開き， 

会員は学術および臨床研究について発

表討論を行う．

第 19 条 本会は毎年機関誌を発刊し，会員に配

布する．

第 20 条 本会は各種委員会を理事会の承認のも

とで設置することが出来る．

第 21 条 本会は表彰事業を行う．

第 22 条 本会は本会の目的達成のために必要な

事業を行う．

第 8章　事　務　局

第 23 条 事務局は理事長がこれを定める．

第 9章　会則の変更

第 24 条 本会会則の改廃は理事会の審議を受

け，総会の決議により行う．

附　　則

　1　本会則は平成 3 年 12 月 6 日より施行する．

　2　平成 8 年 11 月 16 日 一部改定

　3　平成 22 年 10 月 31 日 一部改定

　4　平成 25 年 11 月 3 日 一部改定

　5　平成 27 年 11 月 15 日 一部改定

　6　平成 28 年 11 月 5 日 一部改定

　7　平成 30 年 11 月 4 日 一部改定

　8　令和 3 年 9 月 24 日 一部改定

　9　令和 5 年 11 月 12 日 一部改定

日本磁気歯科学会　総務委員会規程

( 設　置 )

第 1条 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に総務委

員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

( 目　的 )

第 2条 本委員会は会則第 7 章に係る業務を統

括する．

( 組　織 )

第 3条 本委員会は委員長 1 名，理事長，副理

事長および幹事1名をもって組織する．

　 2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　 3 幹事は委員長が推薦し，理事長が理事

会に諮って委嘱する．

第 4条 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

( 委員長，委員の任期 )

第 5条 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

( 会　議 )

第 6条 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　 2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 学会運営の基本方針

　　(2) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 会務の統括

　　(2) その他本会の会務に関する事項

( 規則，細則等の制定 )

第 9条 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

( 改　廃 )

第 10 条 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　 1 この規程は，平成 3 年 12 月 6 日から

施行する．

　 2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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日本磁気歯科学会　研究等の利益相反に関する指針

序　文

　日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) は，磁気の

歯科領域への応用に関する研究の発展ならびに

会員の知識向上を図ることを通して，国民の健

康長寿に貢献できることを目指している．

　そのなかで，産学連携による研究 ( 基礎研究，

臨床研究，臨床試験など ) が盛んになればなる

ほど，公的な存在である大学や研究機関，学術

団体などが特定の企業の活動に深く関与するこ

とになり，その結果，教育，研究という学術機関，

学術団体としての責任と，産学連携活動に伴い

生じる個人が得る利益と衝突・相反する状態が

必然的・不可避的に発生する．こうした状態が

「利益相反 (conflict of interest :COI)」と呼ばれる

ものであり，この利益相反状態を学術機関・団

体が組織として適切に管理していくことが，産

学連携活動を適切に推進するうえで乗り越えて

いかなければならない重要な課題となっている．

　本学会は，会員などに本学会事業での発表な

どにおいて，一定の要件のもとに COI 状態を開

示させることにより，会員などの COI 状態を適

正に管理し，社会に対する説明責任を果たすた

めに，以下のように利益相反指針を策定する．

第 1条　目　的

　本学会は，会員の研究等の利益相反 (Conflict 

of Interest : COI) 状態を公正に管理するために

「研究等の利益相反に関する指針」( 以下， 利益

相反指針 ) を策定し，会員の研究等の公正・公

平さを維持し，透明性，社会的信頼性を保持し

つつ産学連携による研究等の適正な推進を図る

ものとする．

第 2条　対象者

　利益相反指針は，COI 状態が生じる可能性の

ある以下の対象者に適用する．

　　(1) 本学会会員

　　(2) 本学会が実施する学術集会等の発表者

　　(3) 本学会が発行する機関誌および学術図書

　　　 等の著者

　　(4) 本学会が実施する研究・教育及および調

　　　 査に係る研究者

　　(5) (1) ～ (4) の対象者の配偶者，一親等の親

　　　 族，または収入・財産を共有する者

第 3条　対象となる事業活動

　利益相反指針の対象となる事業活動の例は，

以下のとおりである．

　　(1) 本学会学術集会等の開催

　　(2) 本学会機関誌および学術図書等の発行

　　(3) 本学会が実施する研究・教育および調査

　　　 事業

　　(4） その他，本学会会員の目的を達成するた

　　　 めに必要な事業活動

第 4条	申告すべき事項

　対象者は，個人における以下の (1) ～ (10) の

事項について，利益相反指針の定める基準を超

える場合には，その正確な状況を，所定の様式

により，本学会理事長に申告するものとする．

申告された内容の具体的な開示，公開方法は利

益相反指針の定めるところにより行うものとす

る．

　　(1) 企業・法人組織，営利を目的とする団

体

　　　 の役員，顧問職，社員などへの就任

　　(2) 企業の株の保有

　　(3) 企業・法人組織，営利を目的とする団

体からの特許権使用料

　　(4) 企業・法人組織，営利を目的とする団

体から，会議の出席 ( 発表 ) に対し，研

究者を拘束した時間・労力に対して支

払われた日当 ( 講演料など )

　　(5) 企業・法人組織，営利を目的とする団

体がパンフレットなどの執筆に対して

支払った原稿料

　　(6) 企業・法人組織，営利を目的とする団

体が提供する臨床研究費 ( 治験，臨床試

験費など )

　　(7) 企業・法人組織，営利を日的とする団

体が提供する研究費 ( 受託研究，共同研

究，寄付金など )

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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　　(8) 企業・法人組織，営利を目的とする団

体がスポンサーとなる寄付講座

　　(9) 企業・法人組織，営利を目的とする団

体に所属する人員，設備・施設が，研

究遂行に提供された場合

　　(10) その他，上記以外の旅費 ( 学会参加など )

や贈答品などの受領

第 5条	COI 自己申告の基準

　前条で規定する基準は以下の通りとする．下

記の基準の金額には消費税額を含まないものと

する．

　　(1) 企業・組織や団体の役員，顧問職につ

いては，1 つの企業・組織や団体からの

報酬額が年間 100 万円以上とする．

　　(2) 株式の保有については，1 つの企業につ

いての年間の株式による利益 ( 配当，売

去口益 の総和 ) が 100 万円以上の場合，

あるいは当該全株式の 5% 以上を所有す

る場合とする．

　　(3) 企業・組織や団体からの特許権使用料

については，1 つの権利使用料が年間

100 万円 以上とする．

　　(4) 企業・組織や団体から，会議の出席 ( 発

表 ) に対し，研究者を拘束した時間・労

力に 対して支払われた日当 ( 講演料な

ど ) については，1 つの企業．団体から

の年間の講演料が合計 50 万円以上とす

る．

　　(5) 企業・組織や団体がパンフレットなど

の執筆に対して支払った原稿料につい

ては，1 つの企業・組織や団体からの年

間の原稿料が合計 50 万円以上とする．

　　(6) 企業・組織や団体が提供する研究費に

ついては，1 つの企業・団体から歯科医

学研究 ( 受託研究費，共同研究費，臨床

試験など ) に対して支払われた総額が年

間 200 万円以上とする．

　　(7) 企業・組織や団体が提供する奨学 ( 奨励 )

寄付金については，1 つの企業・組織や

団体から，申告者個人または申告者が

所属する部局あるいは研究室の代表者

に支払われた総額が年間 200 万円以上

の場合とする．

　　(8) 企業・組織や団体が提供する寄付講座

に申告者らが所属している場合とする．

　　(9) その他，研究とは直接無関係な旅行，

贈答品などの提供については，1 つの企

業・組織や団体から受　けた総額が年

間 10 万円以上とする．

第 6条　COI 自己申告書の取り扱い

　 1 本学会の学術集会等での発表に係る抄

録登録時，本学会機関誌への論文投稿

時，あるいは本学会が実施する研究・

教育および調査事業の実施にあたり，

研究倫理審査申請書と併せて提出され

る COI 自己申告書は，受理日から 2 年

間，本学会理事長の監督下に本学会事

務所で厳重に保管されなければならな

い．ただし，本学会機関誌の投稿規程

等において，COI 自己申告について別

に定めのある場合は，その定めによる

申告をもつて，利益相反指針に おける

COI 自己申告に代えることができる．

　 2 COI 情報は，原則として非公開とする．

COI 情報は，本学会の活動，各種委員

会の活動などに関して，本学会として

社会的，道義的な説明責任を果たすた

めに必要があるときは， 理事会の議を

経て，必要な範囲で本学会の内外に開

示若しくは公表することができる．た

だし，当該問題を取り扱うに適切な特

定の理事に委嘱して，利益相反委員会

( 以下，COI 委員会 ) の助言のもとに

その決定をさせることを妨げない．こ

の場合，開示もしくは公開される COI

情報の当事者は，理事会若しくは決定

を委嘱された理事に対して意見を述べ

ることができる．ただし，開示もしく

は公表について緊急性があって意見を

聞く余裕がないときは，その限りでは

ない．

　 3 本学会の非会員から特定の会員を指名

しての開示請求 ( 法的請求も含めて )

があった場合，妥当と思われる理由が

あれば，本学会理事長からの諮問を受

けて COI 委員会が個人情報の保護のも
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とに適切に対応する．しかし，COI 委

員会で対応できないと判断された場合

には，本学会理事長が指名する会員若

干名および外部委員 1 名以上により構

成される利益相反調査委員会を設置し

て諮問する．利益相反調査委員会は開

示請求書を受領してから 30 日以内に

委員会を開催して可及的すみやかにそ

の答申を行う．

　 4 前 1 項ないし 3 項における COI 自己申

告書は，デジタル化したもので代替す

ることができる．

第 7条　利益相反委員会 (COI 委員会 )

　 1 本指針の第 1 条に基づき，利益相反委

員会 (COI 委員会 ) を置く．

　 2 COI 委員は知り得た COI 情報について

の守秘義務を負う．

　 3 COI 委員会は，理事会と連携して，利

益相反ポリシーならびに本指針に定め

るところにより，会員の COI 状態が深

刻な事態へと発展することを未然に防

止するためのマネージメントと違反に

対する対応を行う．

　 4 委員にかかる COI 事項の報告ならびに

COI 情報の取 扱いについては，第 6 条

の規定を準用する．

　 5 COI 委員会についての規程は，理事会

の議を経て，別に定める．

第 8条　違反者に対する措置

　提出された COI 自己申告事項について，疑義

もしくは社会的 ，道義的問題が発生した場合，

本学会として社会的説明責任を果たすために

COI 委員会が十分な調査，ヒアリングなどを行っ

たうえで適切な措置を講ずる．深刻な COI 状態

があり，説明責任が果たせない場合には，理事

長は理事会で審議のうえ，当該発表予定者の学

会発表や論文発表の差止めなどの措置を講じる

ことができる．既に発表された後に疑義などの

問題が発生した場合には，理事長は事実関係を

調査し，違反があれば掲載論文の撤回などの措

置を講じ，違反の内容が本学会の社会的信頼性

を著しく損なう場合には，必要な措置を講じる

ことができる．

第 9条　不服申し立て

　 1 不服申し立て請求

 第 8 条により，違反措置の決定通知を

受けた者は，当該結果に不服があると

きは，理事会議決の結果の通知を受け

た日から 7 日 以内に，理事長宛ての不

服申し立て審査請求書を本学会事務局

に提出することにより，審査請求をす

ることができる．審査請求書には，理

事長が文書で示した決定理由に対する

具体的な反論・反対意見を簡潔に記載

するものとする．その場合，理事長に

開示した情報に加えて異議理由の根拠

となる関連情報を文書で示すことがで

きる．

　 2 不服申し立て審査手続

　　(1) 不服申し立ての審査請求を受けた場

合，理事長は速やかに不服申し立て審

査委員会 ( 以下，審査委員会という )

を設置しなければならない．審査委員

会は理事長が指名する本学会会員若干

名および外部委員 1 名以上により構成

され，委員長は委員の互 選により選出

する．COI 委員会委員は審査委員会委

員を兼ねることはできない．審査委員

会は審査請求書を受領してから 30 日

以内に委員会を開催してその審査を行

う．

　　(2) 審査委員会は，当該不服申し立てにか

かる COI 委員会委員長ならびに不服申

し立て者から意見を聴取することがで

きる．ただし，定められた意見聴取の

期日に出頭しない場合は，その限りで

はない．

　　(3) 審査委員会は，特別の事情がない限り，

審査に関する第 1 回の委員会開催日か

ら 1 か月以内に不服申し立てに対する

答申書をまとめ，理事会に提出する．

　　(4) 理事会は不服申し立てに対する審査委

員会の裁定をもとに最終処分を決定す

る．
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第 10 条　守秘義務違反者に対する措置

　COI 情報をマネージメントする上で，個人

の COI 情報を知り得た本学会事務局職員は本学

会理事，関係役職者と同様に第 6 条第 2 項に定

める守秘義務を負う．正規の手続きを踏まず，

COI 情報を意図的に部外者に漏洩した関係者や

事務局職員に対して，理事会は罰則 を科すこと

が出来る．

第 11 条　指針の変更

　1  利益相反指針は，社会的要因や産学連

携に関する法令の改変などから，個々

の事例によって一部に変更が必要とな

ることが予想される．理事会は利益相

反指針の見直しのための審議を COI 委

員会に諮問し，その答申をもとに変更

を決議することができる．

　2  本指針は，社会的要因や産学連携に関

する法令の改正，整備ならびに医療お

よび臨床研究をめぐる諸条件の変化に

適合させるために，原則として数年ご

とに見直しを行うこととする．

附　　則

　1  本指針は，平成 26 年 11 月 8 日 から試

行期間とし，平成 27 年 4 月 1 日より

完全実施とする．

　2  平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

第 8 条「違反者への措置ついて」の暫定措置

第 1 条 本指針の試行開始後，当分の間，第 8 条

「違反者への措置について」については施行を見

合わせる．この間，理事会は利益相反委員会と

ともに本指針の趣旨説明に努め，COI 報告の完

全実施を督励する．

日本磁気歯科学会　「研究の利益相反に関する指針」の細則

　日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) は，役員，

会員および研究発表者の利益相反 (conflict of 

interest: COI) 状態を公正に管理するために「研

究の利益相反に関する指針」( 以下，「利益相反

指針」) を策定した．本指針は本学会における研

究の公正・公平さを維持し，学会発表での透明性，

社会的信頼性を保持しつつ産学連携による研究

の適正な推進を図るために策定したものである．

本指針の適正かつ円滑な運用のために「研究の

利益相反に関する指針の細則」を次のとおり定

める．

第 1条	本学会学術大会などにおける COI 事項

の申告および開示

　 1 会員，非会員の別を問わず，発表者は本

学会が主催する学術大会などで歯科医学

研究に関する発表・講演を行う場合，筆

頭発表者は，配偶者，一親等内の親族，

生計を共にする者も含めて，今回の演題

発表に際して，研究に関連する企業や営

利を目的とした団体との経済的な関係に

おいて，過去 1 年間における COI 状態

で開示すべき事項がある場合は，抄録登

録時に「自己申告による COI 報告書」( 様

式 1) により自己申告しなければならな

い．

　 2 筆頭発表者は該当する COI 状態につい

て，発表スライドの最初 ( または演題・

発表者などを紹介するスライドの次 )に，

あるいはポスターの最後に，「自己申告

による COI 報告書」( 様式 1-A，1-B) に

より開示するものとする．

　 3 発表時に自己申告すべきCOI状態は，「利

益相反指針」第 4 条で定められたものと

する．各々の開示すべき事項において，

自己申告が必要な金額は「利益相反指針」

第 5 条に従うものとする．

　 4 発表演題に関連する「歯科医学研究」と

は，医療における疾病の予防方法，診断

方法および治療方法の改善，疾病原因及

び病態の理解ならびに患者の生活の質の

向上を目的として実施される基礎的なら

びに臨床的研究であって，人間を対象と

するものをいう．人間を対象とする歯科

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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医学系研究には，個人を特定できる人間

由来の試料および個人を特定できるデー

タの研究を含むものとする．個人を特定

できる試料またはデータに当たるかどう

かは厚生労働省の「臨床研究に関する倫

理指針」に定めるところによるものとす

る．

第 2条	本学会機関誌などにおける COI 事項の申

告および開示

　 1 本学会の機関誌 ( 日本磁気歯科学会雑誌 

) などで発表 ( 総説，原著論文など ) を

行う著者全員は，会員，非会員を問わず，

発表内容が「利益相反指針」第 4 条に規

定された企業・組織や団体と経済的な関

係をもっている場合，投稿時から遡って

過去 2 年間以内における COI 状態を「自

己申告による COI 報告書」( 様式 2) を用

いて事前に学会事務局へ届け出なければ

ならない．

　 2 筆頭著者は当該論文にかかる著者全員か

らの COI 状態に関する申告書を取りま

とめて提出し，記載内容について責任を

負うことが求められる．「COI 開示」の

記載内容は，論文末尾，謝辞または参考

文献の前に掲載する．規定された COI

状態がない場合は，「論文発表に関連し，

開示すべき COI 関係にある企業などは

ありません」などの文言を同部分に記載

する．

　 3 投稿時に自己申告すべきCOI状態は，「利

益相反指針」第 4 条で定められたものと

する．各々の開示すべき事項において，

自己申告が必要な金額は「利益相反指針」

第 5 条に従うものとする．日本磁気歯科

学会雑誌以外の本学会刊行物での発表も

これに準じる．なお，発表者より届けら

れた「COI 開示」は論文査読者に開示し

ない．

第 3条	役員，委員長，委員などにおける COI 申

告書の提出

　 1 本学会の役員 ( 理事長，副理事長，理事，

監事 )，常置委員会，臨時委員会の委員長，

学術大理事長，学会の従業員は，「利益

相反指針」第 4 条に従って，就任時の前

年度 1 年間における COI 状態の有無を

所定の様式 3 に従い，新就任時と，就任

後は 2 年ごとに，COI 自己申告書を理事

会へ提出しなければならない．既に COI

自己申告書を届けている場合には提出の

必要はない．

　 2 「自己申告による COI 報告書」( 様式 3)

に記載する COI 状態については，「利益

相反指針」第 4 条で定められたものを自

己申告する．各々の開示すべき事項にお

いて，自己申告が必要な金額は，「利益

相反指針」第 5 条で規定された基準額と

し，様式 3 に従って項目ごとに金額区分

を明記する．様式 3 は就任時の前年度 1 

年分を記入し，その算出期間を明示す

る．ただし，役員などは，在任中に新た

な COI 状態が発生した場合は，8 週以内

に様式 3 をもって報告する義務を負うも

のとする．

第 4条	細則の変更

　 1 本細則は，社会的要因や産学連携に関す

る法令の改変などから，個々の事例に

よって一部に変更が必要となることが予

想される．理事会は本細則の見直しのた

めの審議を COI 委員会に諮問し，その

答申をもとに変更を決議することができ

る．

　 2 本細則は，社会的要因や産学連携に関す

る法令の改正，整備ならびに医療及び臨

床研究をめぐる諸条件の変化に適合させ

るために，原則として数年ごとに見直し

を行うこととする．

附　　則

　 1 本細則は，平成 26 年 11 月 8 日から試行

期間とし，平成 27 年 4 月 1 日より完全

実施とする．

　 2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定
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日本磁気歯科学会　本学会での研究発表に関する研究倫理指針

　研究実施に際して、適切に倫理審査を受審す

ることは研究者の責任であり、必要な審査を受

けずに学会において発表を行った場合、発表者

がその責めを負うことになります。

　研究倫理に関する指針や法令、ならびに以下

に示す本学会の指針を参照し、論文、事前抄録、

発表スライドやポスター等、ならびに事後抄録

の適切な場所に、倫理審査委員会等の承認を受

けた旨、もしくは倫理審査対象外である旨を、

以下の例にならって明示してください。

　本学会は、発表前に、いずれかの事実が確認

できない研究発表は不採択とします。

例 1　倫理審査が必要な研究等：

　 「◯◯大学歯学倫理審査委員会、承認

番号 0001」

例 2　倫理審査が不要な研究等：

　 「◯◯大学倫理審査委員会より付議不

要の返答があった」

　 又は　「倫理審査対象外」の研究

１．倫理審査が必要な必要な研究

　　1） 特定臨床研究

　 製薬企業等から研究資金等の提供を受

け、医薬品等を用いる臨床研究や、未

承認・適用外の医薬品等を用いる臨床

研究をいいます。厚生労働大臣が認定

する認定臨床研究審査委員会の審査が

必要です。

　　2） 治験

　 医薬品もしくは医療機器の製造販売に

関して、医薬品医療機器等法上の承認

を得るために行われる臨床試験をいい

ます。治験実施機関に設置される治験

審査委員会の審査が必要です。

　　3）人を対象とする生命科学・医学系研究

　 人を対象として、傷病の成因・病態の

理解や、傷病の予防・診断・治療方法

の改善、有効性の検証を目的とする研

究や、ヒトゲノム・遺伝子の構造や機

能、遺伝子の変異や発現に関する知識

を得ることを目的とする研究をいいま

す。厚生労働省の研究倫理

 審査委員会報告システムに登録された

倫理委員会、もしくはそれに相当する

国外の委員会の承認が必要です。

　　4） 動物実験

　 動物実験等のため、研究機関等の施設

で飼養・保管している哺乳類、鳥類、

爬虫類に属する動物を実験動物といい

ます。実験動物を利用する研究は、研

究実施機関の動物実験委員会の承認が

必要です。

２．倫理審査の受審が不要の研究等

　　1）材料実験等、人や実験動物以外を対象と

する研究

　 一般に入手可能な細胞（iPS 細胞、組

織幹細胞等）を用いた基礎的研究も含

む

　　2）傷病の成因・病態の理解、傷病の成因・

病態の理解や、傷病の予防・診断・治療

方法の改善、有効性の検証を目的としな

い報告等

　 単に治療・教育・トレーニングの方法

を紹介する発表等

　　3）3 例以下の症例報告

　 症例報告は、未知の病態や稀少症例、

薬剤の副作用などの情報共有等を目的

とする研究性のない報告

 通常の診療を超えた処置や検査を行う

場合や、通常診療の範囲でも複数の症

例の比較検討（統計処理を含む）を行

う場合など、研究性がある報告には倫

理審査の受審が必要

　　4）教職員を対象とする医学研究以外の研究

　 施設の医療体制の向上、歯学教育の改

善などを目的として教職員等にアン

ケート調査を行う研究等

　 大学など教育機関の教職員が学生を対

象に行うアンケート調査は、倫理審査

の受審が必要であり、学会発表につい

（令和 7 年 4 月 28 日制定）
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ての対象者の同意が必要

　 具体的には自由意志による参加である

こと、結果を公表する同意を得ている

ことなどが必要

　　5）既存の匿名加工情報もしくは非識別加工

情報のみを用いる研究

　 研究開始前から、個人の識別や個人情

報の復元ができない状態に加工された

形で存在する情報のみを用いる研究

　 研究開始前から存在する情報に、研究

目的であらたに匿名加工を施す場合

は、倫理審査が必要

日本磁気歯科学会　財務委員会規程

（設　置）

第 1条 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に財務委

員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2条 本委員会は会則第 5 章ならびに第 7 章

に係る財務を行う．

（組　織）

第 3条 本委員会は委員長 1 名，理事長、副理

事長および幹事1名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 幹事は委員長が推薦し，理事長が理事

会に諮って委嘱する．

第 4条 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 予算立案の基本方針

　　(2) 決算書の内容

　　(3) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 予算の立案

　　(2) 決算書の作成

　　(3) その他本会の会計業務に関する事項

（規則，細則等の制定）

第 9条 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 3 年 12 月 6 日から

施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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日本磁気歯科学会　旅費支給規則

（目　的）

第 1条	 この規則は，日本磁気歯科学会 ( 以下

「本会」という .) 財務委員会規程第 8

条に基づき，本会の業務のため旅行す

る役員および会員等の国内旅費に関す

る基準を定め，業務の円滑な運営に資

するとともに旅費の適正な支出を図る

ことを目的とする．

（旅費の支給）

第 2条	 役員および会員等が出張した場合に

は，この規程に定める旅費の片道分を

手当として支給する . 会員に出張を依

頼した場合には，この規程に定める旅

費の往復分を支給する .

　　2 学術大会時の役員および会員等の出張

旅費は支給しない．

（旅費の種類）

第 3条	 旅費の種類は，鉄道賃，船賃，航空賃，

車賃とする．

　　2 鉄道賃は，鉄道旅行について，路程に

応じ旅客運賃等により支給する．

　　3 船賃は，水路旅行について，路程に応

じ旅客運賃等により支給する．

　　4 航空賃は，航空旅行について，路程に

応じ旅客運賃等により支給する．

　　5 車賃は，陸路 ( 鉄道を除く .) 旅行につ

いて，実費額により支給する．

（旅費の計算）

第 4条	 旅費は，通常の経路および方法により

旅行した場合の最も経済的な旅費によ

り計算する．ただし，業務上の必要又

は天災その他のやむを得ない事情によ

り，最も経済的な通常の経路および方

法によって旅行し難い場合には，現に

旅行した経路および方法により計算す

る．

（鉄道賃）

第 5条	 鉄道賃の額は，通常の旅客運賃のほか，

次の各号に規定する急行料金および座

席指定料金による．

　　(1) 特別急行列車を運行する線路による旅

行で，片道 100 キロメートル以上の場

合の特別急行料金

　　(2) 普通急行列車又は準急行列車を運行す

る線路による旅行で，片道 50 キロメー

トル以上の場合の普通急行料金又は準

急行料金

　　(3) 特別急行列車および普通急行列車を運

行する線路による旅行で，片道 100 キ

ロメートル以上の場合の座席指定料金

（船　賃）

第 6条	 船賃の額は，通常の旅客運賃のほか，

次の各号に規定する寝台料金および特

別船室料金並びに座席指定料金によ

る .

　　(1) 業務上の必要により別に寝台料金を必

要とした場合には，現に支払った寝台

料金

　　(2) 特別船室料金を徴するものを運行する

航路による旅行をする場合には，特別

船室料金

　　(3) 座席指定料金を徴する船舶を運行する

航路による旅行をする場合には，座席

指定料金

（航空賃）

第 7条	 航空賃の額は，現に支払った旅客運賃

等による .

第 8条	 この規則について疑義が生じた場合又

は実状に添わない場合は，会計担当理

事の決定によるものとする．

（改　廃）

第 9条	 この規則の改廃は，財務委員会の発議

により，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない . 

附　　則

　　1 この規則は，平成 22 年 10 月 30 日か

ら施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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日本磁気歯科学会　講演等に係わる謝礼等に関する規則

（目　的）

第 1条 この規則は，日本磁気歯科学会（以下

「本会」という．）財務委員会規程第 8 

条に基づき，本会の業務のための講演

等にかかわる諸費用に関する基準をと

して定め，業務の円滑な運営に資する

とともに諸費用の適正な支出を図るこ

とを目的とする．

（運　用）

第 2条 各種講液等への諸費用の支出は以下 

の如く定める．但し，謝礼は税引き後

の金額とする．

(1) 特別講演の演者

ア 　謝礼

 　会員：なし

 　非会員：55, 685 円（所得税 10%

 　および復興特別税 0. 21％を含む）

 　感謝状

 大会長が準備をする

(2) シンポジストの演者

ア 　謝礼

 　会員：なし

 　非会員：33, 411 円（所得税 10%

 　および復興特別税 0. 21％を含む）

イ 　感謝状

 　大会長が準備をする

(3) 特別講演 シンポジウムの座長

 原則として会員とし，謝礼等は無

しとする．

(4) 非会員の講師の場合の諸費用

 ア　交通費：旅費支給規程を準用　

 　　　　　　する

 イ　懇親会：本人の出席が可能で

 　　あれば大会長が招待する．

（改　廃）

第 3条 この規則の改廃は，財務委員会の発議

により，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　１ この規程は，平成 29 年 11 月 11 日から

施行する．

　２ 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）

日本磁気歯科学会　編集委員会規程

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に編集委

員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 19 条に規定する機

関誌にかかわる業務を行う．

（組　織）

第 3条	 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条	 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条	 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 編集の基本方針

　　(2) 投稿規程の制定・改廃

　　(3) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条	 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 投稿原稿の受付・受理と査読担当者の

決定

　　(2) 依頼原稿の項目，執筆者，原稿枚数，

執筆期限等の決定

　　(3) その他機関誌に関する事項

（規則，細則等の制定）

第 9条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 3 年 12 月 6 日から

施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

日本磁気歯科学会　雑誌投稿規程

1．投稿資格

　本誌に投稿する著者 ( 共著者 ) は，本学会会員

あるいは所定の手続きを済ませた非会員に限る．

ただし，編集委員会が認めた者はこの限りでは

ない．

2．原稿内容

l) 原稿の内容は，本学会の目的に沿った研

究成果，臨床報告などで，他誌に未発表

のものに限る．

2) 原稿の種別は，総説，原著論文，臨床論文，

その他講演抄録とする．著者としての希

望は投稿時に原稿の表紙に明示すること．

ただし，その決定は編集委員会で行う．

3．倫理規定

　ヒトを研究 ( 実験 ) 対象とする内容について

は，ヘルシンキ宣言を遵守して，倫理的に行わ

れており，被験者あるいは患者のインフォーム

ドコンセントが得られていなければならない．

また，所属施設の倫理委員会等の承認が得られ

ていなければならない．

　動物を研究 ( 実験 ) 対象とする内容について

は，所属施設の動物実験委員会が設置された後

の研究については当該委員会の承認が得られて

いなければならない．また，各種の動物保護や

愛護に関する法律や基準に則していなければな

らない．

4．利益相反

　投稿にあたってすべての著者は投稿時から

遡って過去 1 年以内における利益相反について

申告する．利益相反関係については論文の末尾

に，謝辞または文献の前に記載する．

　記載例：

本研究は○○の資金提供を受けた．

○○の検討にあたっては，○○から測定装

置の提供を受けた．

5．原稿投稿方法，在読，採否，掲載順序

l) 総説，原著論文，臨床論文，その他講演

抄録の投稿は， 日本磁気歯科学会雑誌編

集担当へ E メールにより送信する．

2) 投稿された原稿は，編集委員会で査読を

行い，採否を決定する．必要に応じて査

読委員を委嘱する．

3) 掲載順序は，編集委員会が決定する．

（令和 4 年 11 月 5 日改定）
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6．投稿料

l) 投稿料は刷り上がり 1 頁当たり 10,000 円

とするまた，カラー印刷，トレース， 英

文抄録校閲費などの実費は別途に算出し

て著者負担とする．ただし，依頼論文，

講演抄録の掲載料は無料とする．

2) 別刷り希望の場合は原稿投稿のおり編集

委員会宛に申し出ること，その経費は著

者負担とする．

7．著作権

　本誌に掲載された論文の著作権（著作財産権

copy right) は本会に帰属する．本会が必要と認

めたときあるいは外部からの引用の申請があっ

たときは，編集委員会で審議し，掲載ならびに

版権使用を認めることがある．

8．複写権の行使

　著者は当該著作物の複写権および公衆送信権

の行使を本会に委任するものとする．

9．校正

　著者校正は原則として初校のみとする．組み

版面積に影響を与えるような加籠，変更は認め

ない．

10．原稿の様式

　投稿原稿は「日本磁気歯科学会雑誌」投稿の

手引きに従って執筆する．準拠しない原稿は加

筆訂正を申し入れる．または却下する場合があ

る．

11．改廃

　この規程の改廃は，編集委員会の発議により，

会則検討委員会での協議のうえ，理事会の承認

を得なければならない．

附　　則

　１ この規程は， 平成 3 年 12 月 6 日から施

行する．

　２ 平成 6 年 12 月 9 日 一部改定

　３ 平成 22 年 10 月 30 日 一部改定

　４ 平成 23 年 11 月 12 日 一部改定

　５ 平成 24 年 11 月 2 日 一部改定

　６ 平成 25 年 11 月 2 日 一部改定

　７ 平成 26 年 11 月 8 日 一部改定

　８ 平成 27 年 11 月 14 日 一部改定

　９ 平成 30 年 4 月 27 日 一部改定

　10 令和 4 年 11 月 5 日 一部改定

日本磁気歯科学会　投稿の手引き

　日本磁気歯科学会雑誌への投稿では，投稿規

程のほかは本手引きに準拠する．

1．投稿方法の概要

l) 投稿は，日本磁気歯科学会編集委員会宛ヘ

E メールにより送信する．

2) 原稿は次の順に作成し，番号ごとに改頁す

る．

表題の頁を第 1 頁とし，頁番号を下段中央

に記す．表は本文末に表ごとに改頁して涼

付し，図は Power Point ファイルに貼りつけ

る．

(1) 表題，著者名，所属キーワード 5 語以内

（和文，英文），別刷り数，PDF の要否

(2) 和文抄録（総説論文の場合のみ必要）

400 字以内

(3) 英文抄録，200 words　以内

(4) 本文原稿

(5) 文献

(6) 図表のタイトル

(7) 表

2．原稿の様式

1) 文章および表は MS-Word に記載し，特に

表については本文末に表ごとに改頁して添

付することまた図に関しては，Power Point

にて作成することとする．

2) 図表については，全段または片段を指定し，

白黒またはカラーを図表ごとに明記するこ

と．

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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3) 原稿は，漢字混じり平仮名，口語体，横書

きとし，A4 版，余白（全て 25mm)，行数 (36  

～ 40 行程度），文字の大きさ (10.5pt) で記

載すること．歯式は FDI 方式を使用するこ

と，英文も同様．本文中の旬読点は，カン

マ（，）ピリオド（．）を使用すること．また，

数字，欧文はすべて半角で入力し， 欧文に

おける単語間は半角とする．

4) 本文の他に，和文抄録（総説の場合のみ：

400字以内），英文抄録 (200 words以内），キー

ワード（英訳つき，5 語以内）を記載する

こと．

5) 必ず表紙を付け，表紙には，表題，著者  

名（フルネーム），所属（以上には英語訳を

付ける），キーワード（英訳付き，5 語以内），

別刷り数，pdf（別刷りの pdf です）の要否

を記載すること．

6) 原稿（表紙，和文抄録，英文抄録，本文， 

引用文献，図表のタイトル，表を含む）（ 

Author_txt.doc) と 図 (Author_ppt) の 2 つ の

ファイルに分けて送ること．図表には， 表 l，

図 1 等の番号とタイトルをつけ，挿入箇所

を本文の右欄外または文中（カッコ書きで

図表の番号を記入）に朱記すること．図表

内容の詳細な説明はタイトルに記載しない

こと．

7) 総説，原著論文は原則として刷り上がり 20

頁以内，臨床論文は 10 頁以内，その他は 5

頁以内とし，講演抄録は本文を 800 字以内

とする．なお，講演抄録には，図表および

英文抄録は付けない．

3．文献の記載様式

1) 本文で引用した順序に一連番号を付して列

記し，本文の末尾に記載する，同一箇所で

複数引用した場合は年代順とする．

2) 著者名は姓，名（外国人の First Name はイ

ニシャルのみ）の順とする．

3)共著の場合は筆頭者を含め6名まで記し て，

7 人目からは，「ほか」または [et al.J と略す．

ただし，広報編集委員会が認めれば 7 名以

上を記載することができる．

4) 引用文献の表示は原著の表示に従う．英文

の場合は，文頭の語の頭文字のみ大文字と

する．

5) 雑誌文献引用記載は次の方式による．

(1) 雑誌論文は著者．表題．雑誌略名　発行

年（西暦表示とする）：巻：頁 - 頁．の

順に記載する．頁は通巻頁を原則とする

が，頁表記が 1 号ごとに第 1 ページ か

ら始まる（通し頁でない）雑誌に限り， 

号も記載する．

(2) 雑誌の略名は当該誌が標傍する略称とす

る．それ以外は医学中央雑誌の略名表と

Index Medicus に準拠する．

(3) 原書あるいは原論文が得られずに引用 

する場合は，末尾に（から引用）と付ける．

(4) 受理されたが未発刊の文献は末尾に印刷

中（英文の場合は，in press) と記載する．

(5)Web ページの引用記載様式は， Vancouver 

style とする．

一般例：

田中貴信，中村好徳，神原　亮，庄司和

伸，熊野弘一，増田達彦ほか．磁性アタッ

チメントの新たな適応症を求めて－歯冠

外アタッチメントヘの挑戦－．

日磁誌 2000 ; 15 : 256-264.

KanbaraR.,  Nakamura Y.,  Ando A., 

KumanoH., Masuda T., Sakane M. et al. 

Stress analysis of an abutment tooth with 

extracoronal magnetic attachment. J J Mag 

Dent 2010; 19: 356-357.

Cancer Research UK. Cancer statistics 

reports for the UK,

< h t t p : / / w w w . c a n c e r r e s e a r c h u k . 

o r g / a b o u t c a n c e r / s t a t i s t i c s / 

cancerstatsreport/>; 2003 [accessed 

13.03.03].

通し頁でない雑誌の例：

宮田利清，中村好徳，安藤彰浩，庄司和

伸，新実　淳，熊野弘一ほか．磁性アタッ

チメントの加熱による吸引力へ の影響．

日磁誌 2009; 19 (5):15-20.

Kanbara R., Nakamura Y., Tanaka K. 

Three-dimensional finite element stress 

analysis. Dent Mater J 2012; 31 (3): 29-33.

6) 単行本文献引用記載は次の方法による．

(1) 単行本は著者．書名．発行地：発行者；
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発行年，頁 - 頁．の順に記載する．

(2) 単行本の書名は略記しない．

(3) 単行本を 2 カ所以上で引用する際は， 

各々の引用頁を記載する．

例：

田中貴信．磁性アタッチメント．東京： 

医歯薬出版：1995,122-130.

Glickman I. Clinical Periodontology. 

Philadelphia : Saunders : 1953,76-78.

Sh i l l ingburg HT, Hobo S,  Whitsett 

LD, Brackett  SE.  Fundamenta ls  o f 

fixed prosthodontics, 3rd ed. Chicago : 

Quintessence : 1997, 155-169, 211-223.

7) 分担執筆の単行本文献引用記載は次の方式

による．

分担執箪の単行本は分担執筆者．分担執筆

の表題．編者または監修者，書名，巻など

の区別，発行地：発行者；発行年， 頁 - 頁．

の順に記載する．

例：

津留宏道テレスコープシステムの理論と実

際．林都志夫，保母須弥也，三谷春保ほか編， 

日本の補綴，東京：クインテッセンス出版；

1981, 277-291.

Ogle RE. Preprosthetic surgery. In : Winkler 

S, editor, Essentials of complete denture 

prosthodontics, Philadelphia : Saunders : 1979, 

63-89.

8) 翻訳書文献引用記載は次の方式とする．

翻訳の単行本，論文は著者（翻訳者）．書

名（翻訳書名．発行地：発行者：発行年， 

頁 - 頁），発行年．の順に記載する．

例：

Hickey  JC,  Zarb  GA,  Bolender  CL（川口

豊 造 ）．Boucher's prosthodontic treatment 

for edentulous patients（バウチャー無歯顎

患者の補綴治療．東京：医歯薬出版；1988, 

397-399.), 1985.

4．図と表の書き方

l) 図表は，片段あるは両段を指定し，白黒あ

るいはカラーの区別を明記すること．

2) 図表のタイトルおよび説明文を併記する．

3) 図と表（写真を含む）は本文で引用順に， 

表は表 1, 表 2…, 図（写真を含む）は図 1, 

図 2…のように一連番号をつける．表およ 

び図は 1 枚ごとに改頁する．

4) 表 l，図 l 等の番号とタイトルをつけ，挿

入箇所を本文右欄外または本文中に朱書す

る．

5) 図ファイル (Power Point) の総データサイ

ズが 15 メガバイト (MB) 未満となるよう可

能な範囲内でできるだけ鮮明に図表の画像

データを調整するもし画像解像度が著者の

満足する水準に至らない場合は， 投稿論文

受領後，出版前最終校正時に所望する画像

データを日本磁気歯科学会編集委員会へ送

付する．

5．学会誌掲載時の校正

1) 学会誌掲載時の校正は著者が行う．学会事

務局から電子メールで著者に送付される

PDF ファイルの校正用原稿に，日本工業規

格 (JIS 28208-2007) に準拠した形式で校正

を行う．

2) 校正を終了した原稿は，電子メールもしく

はファックスで速やかに返送する．

6. その他論文作成上の留意事項

1) 見出しは次の順に項目をたて，順に行の最

初の一画をあける．

Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳ，Ⅴ ,

1，2，3，4，5，

1)  2)  3)  4)  5)

(1)  (2)  (3)  (4)  (5)

a，b，c，d，e，

a)  b)  c)  d)  e)

(a)  (b)  (c)  (d)  (e)

2) 材料，器材の表記は，一般名（製品名，製

造社名，所在地，国名）を原則とする．

例：即時重合レジン（ユニファースト，

GC，東京，日本）

3) 磁気歯科学に関連する学術用語は最新の「日

本磁気歯科学会学術用語集」（日本磁気歯

科学会編），その他の歯学学術用語などに

ついては最新の「日本歯科医学会学術用語

集」（日本歯科医学会編）ならびに「歯科

補綴学専門用語集」（公益社団法人日本補
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綴歯科学会編）に準拠する．

4) 計測データとその取り扱い：計測データは，

原則として，平均値，標準偏差等の統計値

を用いて表現されるべきである． また，デー

タの属性や分布に応じて，適切な統計解析

を行わなければならない．

5) 数字は算用数字とする．

6) 数字を含む名詞，形容詞，副詞（例：十二指腸，

三角形など）は漢数字とする．

7) 単位は原則として国際単位系の基本単位，

補助単位および組み立て単位を使用する

（温度は摂氏を使用する）．また，量を表す

記号に続く単位に付する記号は「（）」を使

用する．

参照：単位及び単位間換算表：日本金属学

会編（及川洪）．「改訂二版金属データブッ

ク」(1984) 丸善（株）

原稿の様式の例

　原稿は，以下の順に作成し，番号ごとに改頁

する．

　表題の頁を第 1 頁とし，頁番号を下段中央に

記す．表は本文末に表ごとに改頁して添付し， 

図は Power Point ファイルに貼りつける．

1．表紙

l) 表題（英語訳を付ける）

磁気歯科学会雑誌のための原稿の書き方

How to write draft for J J Mag Dent

2) 著者名所属（英語訳を付ける）

著者名：磁気太郎，磁石花子 1, 根面板介， 

吸引力 1

Taro Jiki, Hanako Jishakul, Bansuke Konmen 

and Chikara Kyuinl

所属名：江戸大学歯学部歯科理工学講座

1 上方大学歯学部歯科理工学講座

Department of dental Materials Science, 

School of Dentistry, Edo University

1Department of dental Materials Science, 

School of Dentistry, Kamigata University

3) キーワード（英訳付き，5 語以内）

磁性アタッチメント (Magnetic attachment),

磁石 (Magnet)，キーパー (Keeper),

磁石構造体 (Magnetic assembly)，金合金 (Gold 

alloy)

4) 別刷数

別刷数 100 部

5) pdf（別刷りの pdfです）の要否を記載のこと．

　　pdf　要

　------- 改ページ -------

2．和文抄録（総説論文の場合のみ必要）

　　　400 文字以内

　------- 改ページ -------

3．英文抄録

　　　Max 200 words

　------- 改ページ -------

4. 本文

Ⅰ．諸言，Ⅱ．材料および方法，Ⅲ．結果，Ⅳ．

考察，参考文献の順に記載すること．

　文献は引用箇所に番号をつけ，本文の末尾に

引用順に並べる．

　------- 改ページ -------

図表のタイトルを引用文献の後につける．

　　　図 1　……………

　　　図 2　…………………

　　　表 1　……………

　　　表 2　……………

　------- 改ページ -------

表は本文末に表ごとに改頁して沿付する

　　　表 l

　------- 改ページ -------

　　　表 2

　　　図は Power  Point にて作成する

原稿送付先

明海大学歯学部機能保存回復学講座

有床義歯補綴学分野学内

日本磁気歯科学会編集委員会

委員長　曽根峰世

〒 350-0283　埼玉県坂戸市けやき台 1-1

TEL : 049-279-2747　FAX : 049-279-2747

E-mail : jjmag@jsmad.jp
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日本磁気歯科学会　学術委員会規程

（設　置）

第 1条 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に学術委

員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2条 本委員会は会則第 18 条および 21 条に

規定する学術にかかわる業務を行う．

（組　織）

第 3 条 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4 条 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 学術研究の推進

　　(2) 本会が主催する学術大会等の在り方

　　(3) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 学術活動の企画

　　(2) 研究の奨励および研究業績の顕彰

　　(3) その他目的を達成するために必要な業

務

（規則，細則等の制定）

第 9条 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　 1 この規程は，平成 3 年 12 月 6 日から

施行する．

　 2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）

日本磁気歯科学会　表彰制度規程

（趣　旨）

第 1条 日本磁気歯科学会 ( 以下「本会」とい

う．）会則第 20 条の表彰事業は，この

規程の定めるところによる．

（目　的）

第 2条 本会の目的並びに対象とする領域にお

ける学問及び技術等の発展・充実に寄

与する優れた学術論文・学術口演等の

発表者を表彰するため学会優秀賞を，

並びに本会において特に功労が顕著で

あったと認められる者を表彰するた

め，学会特別功労賞を設ける．

（種　類）

第 3 条 賞の種類は，次のとおりとする．

　　1 学会優秀賞

（令和 7 年 4 月 28 日改定）
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　　(1) 優秀学会論文賞

　　(2) 優秀奨励論文賞

　　(3) 優秀口演賞

　　(4) 優秀ポスター賞

　　(5) 若手優秀発表賞

　　2 学会特別功労賞

（資　格）

第 4条 各賞は，次の各号に該当する功績を対

象とする．

　　(1) 優秀学会論文賞は，学術論文を介して，

本会の発展に顕著に貢献した研究者を

顕彰するために設けるものであり，応

募対象年度の本会機関誌に掲載された

原著論文とする．

　　(2) 優秀奨励論文賞は，本会の進歩発展に

貢献し，若く優れた研究者を育成かつ

助成する目的から設けるものであり，

対象年度の本会機関誌に掲載された原

著論文（症例報告を含む）とする．

　　(3) 優秀口演賞，優秀ポスター賞および若

手優秀発表賞は，本会学術大会の口演

並びにポスター発表を介して，会員相

互の学際的学術交流を深め，本会の発

展に顕著に貢献した研究者を表彰する

目的から設けるものであり，対象年度

の本会学術大会において，口頭並びに

ポスターによって発表された学術研究

とする．

　　(4)　学会特別功労賞は，本会において特に

功労が顕著であったと認められる者を

表彰するために設けるものであり，多

年にわたり学会会務並びに学会活動に

関し，特に顕著な貢献があったと認め

られた本会会員に授与する．

　　2 各賞の対象者は，次の各号に該当する

者とする．

　　(1) 優秀学会論文賞は，応募年度において，

40 歳以上の者とする．

　　(2) 優秀奨励論文賞は，当該論文の筆頭者

で，応募年度において，39 歳以下の者

とする．

　　(3) 前各号の賞においては，応募年度を含

め 3 年以上継続して本会会員である者

とする．

　　(4) 優秀口演賞，優秀ポスター賞および若

手優秀発表賞は，本会学術大会におい

て，口演並びにポスターによる発表者

とする．

　　(5) 若手優秀発表賞は，発表年度において

30 歳以下のものとする．

　　(6) 発表時において本会会員であるものと

する．

（募集等）

第 5条 秀学会論文賞並びに優秀奨励論文賞の

募集は，本会機関誌とホームページに

おいて行う．また，優秀口演賞，優秀

ポスター賞および若手優秀発表賞につ

いては，本会学術大会開催時の広報活

動において行う．

（選　考）

第 6条 各賞は，学会優秀賞推薦委員会もしく

は学会特別功労賞推薦委員会におい

て，それぞれ毎年 2 名以内を選考し，

各賞の選考経過並びに表彰候補者を理

事長に報告する．

( 決　定 )

第 7条 学会優秀賞受賞者は，理事長の承認を

経て決定する．

　　2 学会特別功労賞受賞者は，理事会の承

認を経て決定する．

　　3 各表彰者には，賞状を総会その他適当

な機会において授与する．

　　4 各表彰者の氏名，業績内容等を本会機

関誌に公表する．

（学会優秀賞推薦委員会）

第 8 条 各賞の候補者を調査選考するため，掲

載論文と学術大会発表とにおいて各推

薦委員会を設ける．

　　2 推薦委員は，理事長が理事を含む評議

員の中から若干名を指名する．

　　3 各推薦委員会の委員長は，理事長が理

事の中から指名し，委員会の会務を統

括し，議長となる．
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　 4 各推薦委員会委員長は，各賞に必要な

事項を審議し，その結果を理事長に報

告する．

　 5 各推薦委員会は，当該年度をもって解

散する．

（学会特別功労賞推薦委員会）

第 9 条 本賞の候補者を調査選考するため，推

薦委員会を設ける．

　　2 推薦委員は，理事長が理事を含む評議

員の中から若干名を指名する．

　　3 推薦委員会の委員長は，理事長が理事

の中から指名し，委員会の会務を統括

し，議長となる．

　　4 推薦委員会委員長は，本賞に必要な事

項を審議し，その結果を理事長に報告

する．

（規則，細則等の制定）

第 10 条 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 11 条 この規程の改廃は，学術委員会の発議

により，会則検討委員会の協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 27 年 11 月 14 日か

ら施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

　　3 令和 7 年 4 月 28 日　一部改定

日本磁気歯科学会　用語検討委員会規程

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に用語検

討委員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 22 条に規定する事

業として，専門用語にかかわる業務を

行う．

（組　織）

第 3条 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 学術専門用語の検討

　　(2) 専門用語に関する他分野との調整

　　(3) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 学術専門用語集の編纂・改定

　　(2) その他目的を達成するために必要な業

務

（規則，細則等の制定）

第 9条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 3 年 12 月 6 日から

施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

日本磁気歯科学会　プロジェクト検討委員会規程

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会にプロジェ

クト検討委員会 ( 以下，本委員会 ) を

置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 22 条に規定する事

業として，プロジェクト研究にかかわ

る業務を行う．

（組　織）

第 3条	 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4条	 委員長は委員会業務を総括する．

　 2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条	 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条	 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) プロジェクト研究テーマの選定，企画，

調整

　　(2) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条	 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) プロジェクト研究のテーマ決定，実施

　　(2) 研究機関間の連絡調整

　　(3) その他目的を達成するために必要な業

務

（規則，細則等の制定）

第 9条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 22 年 10 月 30 日か

ら施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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日本磁気歯科学会　会則検討委員会規程

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に会則検

討委員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 22 条に規定する事

業として，会則等の規則にかかわる業

務を行う．

（組　織）

第 3 条	 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条	 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6 条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　 2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条	 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 会則の変更に関する事項

　　(2) 諸規程等の制定ならびに改廃に関する

事項動

　　(3) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条	 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 諸規程と会則との整合性に関する検討

　　(2) その他諸規程に関する事項の検討

（規則，細則等の制定）

第 9条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，理事

会の承認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議の

上，理事会の承認を得なければならな

い．

附　　則

　　1 この規程は，平成 3 年 12 月 6 日から

施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）

日本磁気歯科学会　安全基準検討委員会規程

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に安全基

準検討委員会 (以下，本委員会 )を置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 22 条に規定する事

業として，安全基準にかかわる業務を

行う．

（組　織）

第 3 条	 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4 条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条	 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条	 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 磁性アタッチメントの安全基準の策定

　　(2) 安全基準に関する他領域との連絡・調

整

　　(3) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条	 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 磁性アタッチメントの安全基準の策定

　　(2) その他目的を達成するために必要な業

務

（規則，細則等の制定）

第 9条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　 1 この規程は，平成 3 年 12 月 6 日から

施行する．

　 2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

日本磁気歯科学会　医療委員会規程

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に医療委

員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 22 条に規定する事

業として，医療制度にかかわる業務を

行う．

（組　織）

第 3 条	 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4 条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条	 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条	 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 医療制度にける磁性アタッチメントの

在り方

　　(2) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条	 委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 磁性アタッチメントに関する答申の策

定

　　(2) その他目的を達成するために必要な業

務

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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（規則，細則等の制定）

第 9条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 3 年 12 月 6 日から

施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

日本磁気歯科学会　広報委員会規程

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に広報委

員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 22 条に規定する事

業として，広報活動にかかわる業務を

行う．

（組　織）

第 3 条	 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4 条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条	 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条	 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) ホームページの管理

　　(2) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条	 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) ホームページの更新・管理

　　(2) 国際インターネット会議開催のサポー

ト

　　(3) その他目的を達成するために必要な業

務

（規則，細則等の制定）

第 9条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 3 年 12 月 6 日から

施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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日本磁気歯科学会　認定審議委員会規程

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に認定審

議委員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 22 条に規定する事

業として，資格認定にかかわる業務を

行う．

（組　織）

第 3 条	 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4 条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

第 5条	 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とし，連続 2 期までとする．

（会　議）

第 6条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条	 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 認定医，認定技工士制度の運営

　　(2) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条	 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 認定医，認定技工士の資格審査

　　(2) その他目的を達成するために必要な業

務

（規則，細則等の制定）

第 9条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 17 年 4 月 22 日から

施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）

日本磁気歯科学会　認定医制度規則

（目　的）

第 1条 本制度は，磁気歯科学の専門的知識お

よび臨床技能を有する歯科医師を育成 

輩出することにより，医療水準の向上

を図り， もって国民の保健福祉の増進

に寄与することを目的とする．

第 2条 前条の目的を達成するために日本磁気

歯科学会（以下「本会」という）は， 

磁気歯科認定医（以下「認定医」という）

の制度を設け，認定医制度の実施に必

要な事業を行う．

第 3条 認定医は，磁気歯科学領域における診

断と治療のための高い歯科医療技術を

修得するとともに，認定医以外の歯科

医師または医師等からの要請に応じて

適切な指示と対応がとれるように研鑽

を図る．

（認定医の条件）

第 4条  認定医は，次の各号をすべて満たさな

ければならない．

(1) 本会正会員であること．

(2) 本会学術大会（本会の認める学術

大会を含む）に出席すること．
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(3) 磁気歯科学に関連する研究活動に

参加発表を行うこと．

(4) 磁気歯科学に関連する領域の診療

を行うこと．

第 5条 前条述に拘わらず，本会理事会が特別

に認めた場合には認定医になることが

できる．

（認定医申請者の資格）

第 6条 認定医の資格を申請できるものは，次

の各号の全てを満たすことを必要とす

る．

(1) 日本国歯科医師の免許を有するこ

と．

(2) 認定医申請時において，3 年以上連

続した本会の会員歴を有すること．

(3) 第 4 条の認定医の各号に掲げる条

件を満たすこと．

（認定医の申請）

第 7条 認定医の資格を取得しようとするもの

は，本会に申請し，資格審査を受け認

証されなければならない．

第 8条 認定医申請者は，別に定める申請書類

を認定手数料とともに本会事務局に提

出しなければならない．

（資格の審査）

第 9条 認定医および認定歯科技工士としての

適否を審査は，認定審議委員会にて行

う．

第 10 条 認定審議は，委員の 3 分の 2 以上の出

席をもって成立する．

第 11 条 資格の適否は委員長を除く出席委員の

過半数をもって決し，可否同数の場合

は委員長の決するところによる．その

結果は理事会に報告する．

（認定医登録）

第 12 条 審議会の審奔に合格した者は，所定の

登録料を納入しなければならない．

第 13 条 本会は前項に基づき認定医登録を行

い，合格者に認定証を交付するととも

に， 日本磁気歯科学会雑誌及び本会総

会において報告する．

（資格の更新）

第 14 条 認定医の認定期間は 12 月 1 日より 5

年後の 11 月末日までとする．

第 15 条 認定医は 5 年ごとに資格の更新を行わ

なければならない．

第 16 条 認定医の資格の更新に当たっては，5 

年にわたる認定期間の間に別に定める

条項を満たさなければならない．

第 17 条 資格更新申請者は．別に定める更新申

請書類を更新手数料とともに本会事務

局に提出しなければならない．

（資格の消失）

第 18 条 認定医は，次の各号の条件を欠いたと

き，審議会の議を経て，その資格を失

う．

(1) 本人が資格の辞退を申し出たとき．

(2) 日本国歯科医師の免許を喪失した

とき．

(3) 本会会員の資格を喪失したとき．

(4) 認定医資格の更新手続きを行わな

かったとき．

(5) 審議会が認定医として不適当と認

めたとき．

第 19 条 認定医の資格を喪失した場合であって

も，喪失の理由が消滅したときは， 再

び認定医の資格を申請することができ

る．

（補　則）

第 20 条 審議会の決定内容に異議のある者は，

理事長に申し立てることができる．

（改　廃）

第 21 条 この規則の改廃は，認定審議委員会の

発議により，会則検討委員会での協議

の上，理事会の承認を得なければなら

ない．

附　　則

　　１ この規程は，平成 17 年 4 月 22 日から

施行する．

　　２ 平成 22 年 4 月 23 日 一部改定

　　３ 平成 27 年 11 月 14 日 一部改定

　　４ 平成 30 年 4 月 27 日 一部改定

認定期間変更にともなう暫定措置

第 1 条 認定医であるものは，認定年限の 11 

月末日まで認定期間を延長する．
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日本磁気歯科学会　認定医制度施行細則

第 1 条   日本磁気歯科学会認定医制度規則 ( 以

下「規則」という ) に定めた条項以外

については，この細則に基づき運営す

る．

第 2条 規則第 4 条に基づく認定医の基本的条

件としては，次の各号の要件が満たさ

れなければならない．

(1) 日本磁気歯科学会 ( 以下「本会」と

いう ) が主催する学術大会 ( 本会の

認める学術大会を含む ) への出席 (3

年間で 3 回以上 )

(2) 学術大会 ( 本会の認める学術大会を

含む ) 発表 (1 回以上）

(3)学会誌 (本会の認める学会誌を含む )

投稿 (1 編以上）

(4) 磁気歯科学に関連する領域の疾患

の記録 (1 症例： 3 年以上経過例で

あり本会学術大会でケースプレゼ

ンテーションを行い審査を受ける）

第 3条 規則第 5 条に規定する認定医とは，本

会に永年顕著に貢献した会員で，理事

会の承認を得たものでなければならな

い．

第 4条  細則第 2 条を満たし認定医の資格を申

請する者は，次の各号に定める書類に

認定手数料を添えて本会に提出しなけ

ればならない．

(1) 認定医申請書 ( 様式 1)

(2) 履歴書（様式 2)

(3) 歯科医師免許証の写し

(4) 本会会員歴証明書（様式 3)

(5) 学術大会出席証明書（様式 4)

(6) 学術大会発表および学会誌投稿を

証明する書類（様式 5)

(7) ケースプレゼンテーション申請書

（様式 6)

(8) 磁気歯科学に関連する領域の疾患

の記録 ( 様式 7,8)

(9) 術後調査票

　　２ 認定医資格を認められた者は登録料を

添えて認定医登録申請書 ( 様式 9) を提

出しなければならない．

第 5 条　規則第 8 条，第 12 条，第 17 条に定め

る手数料は次の各号に定める．

(1) 認定手数料　１万円

(2) 登録料　　　２万円

(3) 更新手数料　２万円

第 6条 前条に定める既納の認定手数料，登録

料，更新手数料は，いかなる理由が 

あっても返却しない．

第 7条 認定医の資格の更新に当たっては，5

年間に次の各号における要件を全て満

たさなければならない．

(1) 学術大会 ( 本会の認める学術大会を

含む ) への出席 (3 回以上：本会学

術大会への出席 1 回以上）

(2) 学術大会 ( 本会の認める学術大会を

含む ) 発表 (1 回以上 ) もしくは磁気

歯科学に関連する領域の疾患の記

録 (1 例以上：経過年数は問わない

（様式 8））

(3) 学会誌 ( 本会の認める学会誌を含

む ) 投稿 (1 編以上 ) もしくは磁気歯

科学に関連する領域の疾患の記録

(1 例以上：経過年数は問わない（様

式 8））

なお，本会の認める学術大会とは

下記のものとする．

日本補綴歯科学会／日本歯科医学

会／日本歯科理工学会／日本老年

歯科医学会／日本顎顔面補綴学会

／日本顎口腔機能学会／日本磁気

歯科学会／日本口腔リハビリテー

ション学会／日本口腔インプラン

ト学会／日本歯科審美学会／日本

顎関節学会／日本接着歯学会／

JADR ／

第 8条 認定医の資格を更新しようとする者

は，認定医更新申請書 ( 様式 10)，磁

気歯科学会学術大会ならびに関連学術

大会出席記録 ( 様式 11)，磁気歯科学

に関する発表記録 ( 様式 12) もしくは

（令和 5 年 4 月 14 日改定）
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磁気歯科学を活用した検査・診断およ

び治療の症例記録 ( 様式 13) を更新手

数料を添えて本会に提出しなければな

らない．

　　２ 認定医更新申請書の提出期限は，認定

が失効する年の 9 月末日までとする．

　　３ 認定医の更新を認められたものは認定

医更新登録申請書 ( 様式 14) を本会に

提出しなければならない．

第 9条 本会が認める学術大会，学会誌とは磁

気歯科学に関するものであり，審議会

の認めるものをいう．

第 10 条 この細則の改廃は，認定審議委員会の

発議により，会則検討委員会での協議

の上，理事会の承認を得なければなら

ない．

附　　則

　　１ この細則は，平成 17 年 4 月 22 日から

施行する．

　　２ 平成 22 年 4 月 23 日 一部改定

　　３ 平成 27 年 11 月 14 日 一部改定

　　４ 平成 30 年 4 月 27 日 一部改定

　　５ 令和 5 年 4 月 14 日 一部改定

日本磁気歯科学会認定　歯科技工士制度規則

（総　則）

第 1 条   本制度は，磁気歯科学の専門的知識お

よび技工技能を有する歯科技工士を 

養成することにより，医療水準の向上

を図り，もって国民の保健福祉の増進

に寄与することを目的とする．

第 2条 前条の目的を達成するために日本磁気

歯科学会（以下「本会」という）は， 

日本磁気歯科学会認定歯科技工士（以

下「認定歯科技工士」という）の制度

を設け，認定歯科技工士制度の実施に

必要な事業を行う．

第 3条 認定歯科技工士は．磁気歯科学領域に

おける診断と治療のための高い歯科技

工技術を修得する．

（条　件）

第 4条 認定歯科技工士は，次の各号をすべて

満たさなければならない．

(1) 本会正会員であること．

(2) 本会学術大会（本会の認める学術

大会を含む）に出席すること．

(3) 磁気歯科学に関連する研究活動に

参加 発表を行うこと．

(4) 磁気歯科学に関連する領域の歯科

技工を行うこと．

第 5条 前述に拘わらず，本会理事会が特別に

認めた場合には認定歯科技工士になる

ことができる．

（資　格）

第 6条 認定歯科技工士の資格を申請できる 

ものは，次の各号の全てを満たすこと

を必要とする．

(1) 日本国歯科技工士の免許を有する

こと．

(2) 認定歯科技工士申請時において，3 

年以上連続した本会の会員歴を有

すること．

(3) 第 4 条の認定歯科技工士の各号に

掲げる条件を満たすこと．

（申　請）

第 7条 認定歯科技工士の資格を取得しよう 

とするものは，本会に申請し，資格審

査を受け認証されなければならない．

第 8条 認定歯科技工士申請者は，別に定める

申請書類を認定手数料とともに本会事

務局に提出しなければならない．

（審　査）

第 9条 認定歯科技工士としての適否は，日本

磁気歯科学会認定医制度規則に定め 

られた認定審議委員会（以下「審議会」

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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という）により審査する．

（登　録）

第 10 条 審議会の審査に合格した者は，所定

 の登録料を納入しなければならな

 い．

第 11 条 本会は前項に基づき認定歯科技工士登

録を行い，合格者に認定証を交付する

とともに， 日本磁気歯科学会雑誌及び

本会総会において報告する．

（資格の更新）

第 12 条 認定歯科技工士の認定期間は 12 月 1 

日より 5 年後の 11 月末日とする．

第 13 条 認定歯科技工士は，5 年ごとに資格の

更新を行わなければならない．

第 14 条 認定歯科技工士の資格の更新に当 

たっては，5 年にわたる認定期間の間

に別に定める条項を満たさなければな

らない．

第 15 条 資格更新申請者は，別に定める更新申

請書類を更新手数料とともに本会事務

局に提出しなければならない．

（資格の喪失）

第 16 条 認定歯科技工士は，次の各号の条件を

欠いたとき，審議会の議を経て， その

資格を失う．

(1) 本人が資格の辞退を申し出たとき．

(2) 日本国歯科技工士の免許を喪失し

たとき．

(3) 本会会員の資格を喪失したとき．

(4) 認定歯科技工士資格の更新手続き

を行わなかったとき．

(5) 審議会が認定歯科技工士として不

適当と認めたとき．

第 17 条 認定歯科技工士の資格を喪失した場合

であっても，喪失の理由が消滅したと

きは，再び認定歯科技工士の資格を申

請することができる．

（補　則）

第 18 条  審議会の決定内容に異議のある者は， 

理事長に申し立てることができる．

（改　廃）

第 19 条 この規則の改廃は，認定審議委員会の

発議により，会則検討委員会での協議

の上．理事会の承認を得なければなら

ない．

附　　則

　　１ この規則は，平成 27 年 11 月 14 日か

ら施行する．

　　２ 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

規則施行にともなう暫定措置

第 1 条 本会の正会員であって，日本国歯科技

工士の免許を有し，本会が認める学術

集会または機関誌に磁気歯科学に関す

る発表を行った者は，申請により認定

歯科技工士となることができる．また，

特に理事会の認めた者に関しては，こ

の限りではない．

第 2 条 附則第 1 条を満たし認定歯科技工士の

資格を申請する者は，次の各号に定め

る書類に認定手数料を添えて本会事務

局に提出しなければならない．

(1) 認定歯科技工士申請書（様式 1)

(2) 履歴書（様式 2)

(3) 歯科技工士免許証の写し

(4) 本会会員歴証明書（様式 3)

第 3 条 暫定措置期間中の審議会は，理事がこ

れにあたる．

第 4 条 本会の会員歴が通算 3 年以上の者は， 

申請により認定歯科技工士となること

ができる． また，特に理事会の認めた

者に関しては， この限りではない．

第 5 条 暫定措置の期間は，本制度発足より 3

年間（平成 27 年 11 月 14 日より平成

30 年 11 月の理事会開催予定日まで）

とする．

第 6 条 暫定措置期間中の申請締切は年 2 回 (6

月 30 日・12 月 31 日）とする．

日本磁気歯科学会雑誌　　34巻　1号　　2025年 133



日本磁気歯科学会認定　歯科技工士制度施行細則

第 1条 日本磁気歯科学会認定歯科技工士制度

規則（以下「規則」という）に定めた

条項以外については，この細則に基づ

き運営する．

第 2条 規則第 4 条に基づく認定歯科技工士の

基本的条件としては，次の各号の要件

が満たさなければならない．

(1) 日本磁気歯科学会（以下「本会」

という）が主催する学術大会（本

会の認める学術大会を含む）への

出席 (3 年間で 2 回以上）

(2) 学術大会（本会の認める学術大会

を含む）発表 (1 回以上）

(3) 歯科用磁性アタッチメントを応用

した症例 (5 症例：なお 1 症例は本

会学術大会での発表を行い審介を

受ける）

第 3条 規則第 5 条に規定する認定歯科技工士

とは，本会に永年顕著に貢献した会員

で，理事会の承認を得たものでなけれ

ばならない．

第 4条 細則第 2 条を満たし認定歯科技工士の

資格を申請する者は，次の各号に定め

る書類に認定手数料を添えて本会事務

局に提出しなければならない．

(1) 認定歯科技工士申請書（様式 1)

(2) 履歴書（様式 2)

(3) 歯科技工士免許証の写し

(4) 本会会員歴証明書（様式 3)

(5) 学術大会出席証明書（様式 4)

(6) 学術大会発表および学会誌投稿を

証明する書類（様式 5)

(7) ケースプレゼンテーション申請書

（様式 6)

(8) 歯科用磁性アタッチメントを応用

した症例記録（様式 7)

　　２ 認定歯科技工士資格を認められた者は

登録料を添えて認定歯科技工士登録申

請書（様式 8) を提出しなければならな

い．

第 5条 規則第 8 条，第 10 条，第 15 条に定め

る手数料は次の各号に定める．

(1) 認定手数料　１万円

(2) 登録料　　　２万円

(3) 更新手数料　２万円

第 6条 前条に定める既納の認定手数料，登録

料，更新手数料は，いかなる理由があっ

ても返却しない．

第 7条 認定歯科技工士の資格の更新に当  

たっては，5 年間に次の各号における

要件のうち (1) および (2) または (3) の

いずれかを満たさなければならない．

(1) 学術大会（本会の認める学術大会

を含む）への出席 (3 回以上）

(2) 学術大会（本会の認める学術大会

を含む）発表 (1 回以上）もしくは

歯科用磁性アタッチメントを応用

した症例 (1 例以上）

(3)学会誌（本会の認める学会誌を含む）

投稿 (1 編以上）もしくは歯科用磁

性アタッチメントを応用した症例 (1

例以上）

第 8条 認定歯科技工士の資格を更新しよう 

とする者は，認定歯科技工士更新申請

書（様式 9)，磁気歯科学会学術大会

ならびに関連学術大会出席記録（様式

10)，磁気歯科学に関する発表記録（様

式 11) もしくは歯科用磁性アタッチメ

ントを応用した症例記録（様式 7) を更

新手数料を添えて本会に提出しなけれ

ばならない．

　　２ 認定技工士更新申請書の提出期限は，

認定が失効する年の 9 月末日までとす

る．

　　３ 認定技工士の更新を認められたものは

認定技工士更新登録申請書（様式 12)

を本会に提出しなければならない．

第 9条 本会が認める学術大会，学会誌とは磁

気歯科学に関するものであり，審議会

の認めるものをいう．

第 10 条 この細則の改廃は，認定審議委員会の

発議により，会則検討委員会での協議

の上，理事会の承認を得なければなら

ない．

附　　則

　　１ この細則は，平成 27 年 11 月 14 日か

ら施行する．

　　２ 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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日本磁気歯科学会認定　臨床評価委員会規程

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に臨床評

価委員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 22 条に規定する事

業として，臨床評価にかかわる業務を

行う．

（組　織）

第 3条	 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条	 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条	 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 磁性アタッチメントの臨床評価方法の

検討

　　(2) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条	 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 磁性アタッチメントの臨床評価

　　(2) その他目的を達成するために必要な業

務

（規則，細則等の制定）

第 9 条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 3 年 12 月 6 日から

施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

（平成 30 年 4 月 27 日改定）
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日本磁気歯科学会　ISO 対策委員会規程

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に ISO 対

策委員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 22 条に規定する事

業として，ISO にかかわる業務を行う．

（組　織）

第 3 条	 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

（平成 30 年 4 月 27 日改定）



日本磁気歯科学会　倫理審査委員会規程

（令和 7 年 4 月 28 日改定）

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に倫理審

査委員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目 的）

第 2 条	 本委員会は倫理審査委員会をもたない

医療施設および研究機関で本学会に所

属する会員が行う，ヒトを対象とした

医学・歯学研究に対して，ヘルシンキ

宣言 (1975 年東京総会で修正，2000 年

エディンバラ修正 ) を規範とし，厚生

労働省・経済産業省・こども家庭庁の

ヒト医学研究に関する指針を参考と

し，倫理的配慮をはかることを目的と

する．

 但し，多施設研究等の複数の組織が関

わるものについては，本委員会で審査

することができる．

　　2 厚生労働省・経済産業省・こども家庭

庁のヒト医学研究に関する指針を以下

に示す．

　　(1) 人を対象とする生命科学・医学系研究

に関する倫理指針 

　　(2) 遺伝子治療等臨床研究に関する倫理指

針   

　　(3) 手術等で摘出されたヒト組織を用いた

研究開発の在り方 

　　(4) 厚生労働省の所管する実施機関におけ

る動物実験等の実施に関する基本指針 

　　(5) 異種移植の実施に伴う公衆衛生上の感

染症問題に関する指針 

　　(6) ヒト受精胚を作成して行う研究に関す

る倫理指針

　　(7) ヒト受精胚の提供を受けて行う遺伝情

報改変技術等を用いる研究に関する倫

理指

（組　織）

第 3条	 本委員会の組織について，以下のよう

に定める．

　　(1) 本学会副理事長 1 名
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第 4 条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条	 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条	 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) ISO 規格制定に関する検討

　　(2) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条	 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) ISO 規格の取得・維持

　　(2) その他目的を達成するために必要な業

務

（規則，細則等の制定）

第 9条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 20 年 10 月 25 日か

ら施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定



　　(2) 本学会理事 1 名以上

　　(3) 倫理・法律を含む人文・社会科学の有

識者 ( 本学会非会員 )1 名以上

　　(4) 一般の立場を代表する外部の者 ( 本学

会非会員 )1 名

　　(5) その他本学会理事長 ( 以下，理事長 )

が必要と認めた者 ( 本学会会員 ) 若干

名

　　2 本委員会の委員は，男女両性により構

成する．

　　3 委員は，理事長が委嘱する．

　　4 本委員会に委員長を置き，委員の互選

により定める．

　　5 委員の任期は当該審議を終了したとき

をもって解任されるものとする．ただ

し，再任は妨げない．

　　6 委員に欠員が生じた場合は，これを補

充するものとし，その任期は，前任者

の残任期間とする．

　　7 委員長に事故のあるときは，委員長が

あらかじめ指名した委員がその職務を

代行する．

　　8 本委員会が必要と認めたときは，当該

専門の事項に関する学識経験者に意見

を聞くことができる．

　　9 委嘱された学識経験者は，審査の判定

に加わることはできない．

（運　営）

第 4条	 本委員会の運営にあたっては，以下の

ように定める．

　　(1) 委員長は本委員会を招集し，その議長

となる．

　　(2) 本委員会は委員の 3 分の 2 以上が出席

し，かつ本学会会員以外の委員が少な

くとも 1 名出席しなければ開催できな

いものとする．

　　(3) 審議の結論は，原則として出席委員全

員の合意を必要とする．

　　(4) 審議経過および内容は，記録として保

存する．

（審　査）

第 5条	 本学会会員が医学倫理上の判断を必要

とする研究を行おうとするときは，理

事長に研究計画の審査を申請するもの

とする．理事長は，申請を受理したと

きは，速やかに本委員会に審査を付託

するものとする．

（審査内容）

第 6条	 本委員会は前条の付託があったとき

は，速やかに審査を開始するものとし，

特に次の各号に掲げる観点に留意し

て，審査を行うものとする．

　　(1) 研究の対象となる個人 ( 以下「個人」

という．) の人権および情報の擁護

　　(2) 個人に理解を求め同意を得る方法

　　(3) 研究によって生ずる個人への不利益な

らびに危険性に対する予測

（判　定）

第 7条	 審査の判定は，次の各号に掲げるもの

とする．

　　(1) 非該当

　　(2) 承認

　　(3) 条件付き承認

　　(4) 変更の勧告

　　(5) 不承認

（再審査の請求）

第 8条	 申請者は，審査の結果に異議があると

きは，理事長に対して再審査を求める

ことができる．

（情報公開）

第 9条	 本委員会における情報の公開等につい

て，以下のように定める．

　　(1) 本委員会の議事録，委員名簿等は，公

開を原則とする．

　　(2) 個人のプライバシーや研究の独自性，

知的財産権等を保持するため，本委員

会が必要と認めたときは，これを非公

開とすることができる．

（守秘義務）

第 10 条	 委員および委員であった者は，正当な

理由がある場合でなければ，その任務
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に関して知り得た秘密を，他に漏らし

てはならない．

（申請手続き）

第 11 条	 倫理審査の中請手続きに関し，以下の

ように定める．

　　(1) 本委員会での審議を希望する者は，所

定の倫理審査申請書に必要事項を記載

し，理事長に提出しなければならない．

　　(2) 理事長は申請事項を本委員会に諮問

し，本委員会は審議を行う．

　　(3) 委員長は，審議の結果を理事長に答申

する．

　　(4) 理事長は，答申を受けた内容を理事会

の議を経て，その判定を所定の審査結

果通知書により，申請者に通知する．

　　(5) 前項の通知をするにあたって，条件付

き承認，変更の勧告あるいは不承認の

いずれかである場合には，その条件ま

たは変更内容，不承認の理由等を記載

しなければならない．

（補　則）

第 12 条	 申請者は本委員会に出席し，申請内容

を説明するとともに，意見を述べるこ

とができる．

第 13 条	 この規程の施行についての規則は，理

事会の議決を経て，別に定める．

（改　廃）

第 14 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，平成 26 年 11 月 8 日から

施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

　　3 令和 6 年 4 月 12 日　一部改定

　　4 令和 7 年 4 月 28 日　一部改定

日本磁気歯科学会　倫理審査委員会規則

（平成 30 年 4 月 27 日改定）

（趣　旨）

第 1条	 日本磁気歯科学会倫理審査委員会規程

( 以下，本規程 ) 第 13 条に基づき，日

本磁気歯科学会倫理審査委員会 ( 以下，

本委員会 ) の運営に関して必要な事項

を定めるものとする．

（申請者）

第 2条	 本規程第 11 条の規定に基づき申請で

きる者は，日本磁気歯科学会 ( 以下，

本学会 ) の会員とする．

（申請方法）

第 3条	 申請者は，倫理審査申請書 ( 様式 1) お

よび研究計画書 ( 様式 2) に必要事項を

記入し，委員長に提出しなければなら

ない．

　　2 申請者は，当該研究の内容が本委員会

の審議事項に該当するか否かについて

疑義があるときは，あらかじめ申請書

提出時において委員長に対し，その旨，

申し出るものとする．

（審査結果の通知）

第 4条	 委員長は，審査終了後速やかに，その

判定を審査結果通知書 ( 様式 3) をもっ

て申請者に通知しなければならない．

　　2 前項の通知をするにあたっては，審査

の判定が本規程第 7 条第 3 号，第 4 号

または第 5 号である場合は，その条件

または変更・不承認の理由などを記載

しなければならない．

（異議の申立）

第 5条	 本委員会の審査結果に対して異議のあ

る場合に，申請者は，異議申立書 ( 様
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式 4) に必要事項を記入して，委員長に

再度の審議を 1 回に限り，申請するこ

とができる．この場合，異議申立書に

異議の根拠となる資料を添付するもの

とする．

　　2 異議申立書を受理した委員長は，提出

された異議申立書および資料をもと

に，本委員会で再度審議の上，本委員

会としての意見をまとめ別紙 ( 様式 5)

による再審査結果通知書により申請者

に通知するものとする．

（違反等）

第 6条	 委員長は，申請者が本規程に違反した

とき，または違反する恐れがあるとき

は，本学会理事長 ( 以下，理事長 ) に

報告するものとする．

　　2 理事長は，前項の報告を受けたときは，

委員会の意見を聴取し，実施計画の修

正または中止ないし取り消しを命じる

ことができる．

（改　廃）

第 7条	 この規則の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規則は，平成 26 年 11 月 8 日から

施行する．

　　2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

日本磁気歯科学会　利益相反委員会規程

（平成 30 年 4 月 27 日改定）

（設　置）

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第20条の規定，ならびに本学会の「研

究等の利益相反に関する指針」第 1 条

および第 7 条に基づき，本学会に利益

相反委員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第 2 条	 本委員会は産学連携活動により生じる

利益相反問題に適切に対処 ( マネージ

メント ) することにより，会員および

本学会の名誉および社会的信用を保持

することを目的とする．

（所掌事項）

第 3条	 本委員会は，次の事項を所掌する．

　　(1) 利益相反状態にある会員個人からのあ

らゆる質問，要望への対応 ( 説明，助言，

指導を含む ) 

　　(2) 利益相反の管理ならびに啓発活動に関

する事項

　　(3) 利益相反に関する調査，審議，審査マ

ネージメント，改善措置の提案，勧告

に関する事項

　　(4) その他，利益相反に係る必要事項

（組　織）

第 4条	 本委員会は，次に掲げる委員および幹

事 1 名をもって組織する．

　　(1) 本学会理事長 ( 以下，理事長 ) が指名

する会員若干名

　　(2) 外部有識者 1 名以上

　　2 本委員会の委員は，男女両性により構

成する．

　　3 委員および幹事は，理事長が理事会に

諮って委嘱する．

　　4 委員長は委員の互選により選出する．

　　5 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とし，再任を妨げない．

　　6 委員に欠員が生じた場合は，これを補

充するものとし，その任期は，前任者

の残任期間とする．

　　7 委員長に事故のあるときは，委員長が

あらかじめ指名した委員がその職務を

代行する．
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（会　議）

第 5条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会は，委員の 3 分の 2 以上の出

席をもって成立する．

　　3 本委員会が必要と認めたときは，委員

以外の者の出席を求め，意見を聴くこ

とができる．

（補　則）

第 6条	 この規程の施行に関する必要事項は，

理事会の議決を経て，別に定める．

（改　廃）

第 7条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　 1 この規程は，平成 26 年 11 月 8 日から

施行する．

　 2 平成 30 年 4 月 27 日　一部改定

日本磁気歯科学会　倫理調査委員会規程

（令和 6 年 4 月 12 日制定）

（設　置）

第１条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に倫理調

査委員会 ( 以下，本委員会 ) を置く．

（目　的）

第２条	 本委員会は，倫理綱領に違反する不正

行為の疑いが会員に生じた場合，事実

確認のための調査を行うことを目的と

する．

（組　織）

第３条	 本委員会は，次に掲げる委員４名およ

び幹事１名をもって組織する．

　　(1) 委員長１名

　　(2) 本会理事１名

　　(3)  一般の立場の者から２名（必要に応じ

て弁護士等の専門職を含める）

　　２ 委員長は，理事会の承認を得て，代議

員の中から理事長が委嘱する．

　　３ 委員および幹事は委員長が推薦し，理

事長が理事会に諮って委嘱する．

　　４ 緊急を要する場合，委員長および委員

の委嘱は理事長に一任することができ

る。

（会　議）

第４条	 本委員会は，委員長が招集する．

　　２ 本委員会は，委員の４分の３以上の出

席をもって成立する．

第５条	 本委員会は，次の任務を行う．

　　(1) 調査のための資料収集および事情聴取

等の方法を速やかに決定し，事実確認

のための調査を行う．

　　(2) 必要に応じて，前項の調査の一部また

は全部を緊急事態発生箇所または緊急

事態発生箇所を所管する役職者等に依

頼することができる，

　　(3) 調査の必要上、事情聴取を実施するこ

とが必要であると認めた場合は，書面

または口頭で通知の上，関係者の出頭

を求めることができる．ただし，関係

者が弁護士等の同席を申し出た場合

は，本委員会において申し出の内容を

検討した上で，同席を認めることがあ

る．

　　(4) その他目的を達成するために必要な業

務を行う．

（調査にかかわる情報提供者の保護）

第６条	 本委員会は，調査にかかわる情報の提

供者が不利益な取り扱いを受けないよ

う，調査の方法に十分配慮しなければ

ならない．
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（調査の報告）

第７条	 本委員会は，第５条第１項の規定によ

る調査が終了したときは，調査結果を

速やかに理事長に報告しなければなら

ない．

( 委員会の解散 )

第８条	 理事長は，本委員会の任務が終了した

と判断したときは，本委員会を解散す

る．

（守秘義務）

第９条	 委員および調査に関与した者は，調査

上知り得た情報を他に漏らしてはなら

ない．委員会を解散した後も同様とす

る．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，理事長の発議によ

り会則検討委員会での協議のうえ，理

事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　１ この規程は、令和 6 年 4 月 12 日から

施行する。

日本磁気歯科学会　地域医療連携・支援委員会規程

（令和 7 年 4 月 28 日制定）

（設　置） 

第 1条	 日本磁気歯科学会 ( 以下，本学会 ) 会

則第 20 条に基づき，本学会に地域医

療連携・支援委員会 ( 以下，本委員会 )

を置く．

（目　的）

第 2条	 本委員会は会則第 22 条に規定する事

業として，地域医療連携・支援に関わ

る業務を行う．

（組　織）

第 3条	 本委員会は委員長 1 名，委員 10 名以

内および幹事 1 名をもって組織する．

　　2 委員長は必要に応じて委員の中から副

委員長を置くことができる．

　　3 委員及び幹事は委員長が推薦し，理事

長が理事会に諮って委嘱する．

第 4 条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

第 4条	 委員長は委員会業務を総括する．

　　2 副委員長は委員長を補佐し，委員会業

務を遂行する．

（委員長，委員の任期）

第 5条	 委員長，委員および幹事の任期は 2 年

とする．但し，再任を妨げない．

（会　議）

第 6条	 本委員会は，必要の都度，委員長が招

集する．

　　2 本委員会には，委員長が必要と認め出

席を要請したものが出席できる．

第 7条	 本委員会は，次の事項を審議する．

　　(1) 地域医療との連携・支援に関する事項

　　(2) その他目的を達成するために必要な事

項

第 8条	 本委員会は，次の業務を行う．

　　(1) 地域医療との連携・支援に関する業務

　　(2) その他目的を達成するために必要な業

務

（規則，細則等の制定）

第 9条	 この規程の施行に必要となる規則，細

則等は，本委員会の発議により，会則

検討委員会での協議の上，理事会の承

認を得て制定できる．

（改　廃）

第 10 条	 この規程の改廃は，本委員会の発議に

より，会則検討委員会での協議の上，

理事会の承認を得なければならない．

附　　則

　　1 この規程は，令和 7 年 4 月 28 日から

施行する．
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令和７年度，８年度日本磁気歯科学会役員

（令和 7 年 1 月 1 日～令和 8 年 12 月 31 日）

一部改訂：令和 7 年 11 月 1 日

理 事 長  ：  武部　　純（愛院大・歯・教授）

副 理 事 長  ：  岡本　和彦（明海大・歯・教授）

庶務担当理事  ：  岡本　和彦（明海大・歯・教授）

編集担当理事  ：  曽根　峰世（明海大・歯・准教授）

会計担当理事  ：  高橋　正敏（北医療大・歯・講師）

学術担当理事  ：  金澤　　学（東医歯大・歯・教授）

監 事  ：  鱒見　進一（九歯大・名誉教授）

秀島　雅之（東京科学大・歯）

理 事  ：  （50 音順）

會田　英紀（北医療大・歯・教授） 鈴木　恭典（鶴見大・歯・准教授）

芥川　正武 （徳島大・理工・講師） 田中　譲治（千葉県開業）

石田　雄一（徳島大・歯・講師） 都築　　尊（福歯大・歯・教授）

伊藤　誠康（日大松戸・歯・教授） 土田富士夫（神奈川県開業）

上田　貴之（東歯大・歯・教授） 中村　和夫（山王病院 歯科）

大久保力廣（鶴見大・歯・教授） 永田　和裕（日歯新潟・歯・准教授）

大山　哲生（日大・歯・准教授） 誉田　雄司（福島県開業）

岡本　和彦（明海大・歯・教授） 前川　賢治（大歯大・歯・教授）

小椋　一朗（日歯新潟・歯・教授） 槙原　絵理（九歯大・歯・講師）

熊野　弘一（愛院大・歯・講師） 依田　信裕（東北大・歯・教授）

越野　　寿（北医療大・歯・教授） 若林　則幸（東京科学大・歯・教授）

小坪　義博（福岡県開業） 渡邉　　恵（徳島大・歯・教授）

小林　琢也（岩医大・歯・教授） 和田淳一郎（東京科学大・歯・講師）

坂口　　究（北海道大・歯・教授）

編 集 委 員 会  ：  曽根　峰世（委員長），會田　英紀，芥川　正武，熊野　弘一，高橋　正敏，

前川　賢治，槙原　絵理

財 務 委 員 会  ：  高橋　正敏，大山　哲生，武部　　純，岡本　和彦

学 術 委 員 会  ：  金澤　　学（委員長），芥川　正武，尾澤　昌吾，越野　　寿，小林　琢也

プロジェクト検討委員会  ：  石田　雄一（委員長），若林　則幸，大久保力廣，月村　直樹，土田富士夫，

和田淳一郎

用語検討委員会  ：  槙原　絵理（委員長），大山　哲生，熊野　弘一，高田　雄京，渡辺　崇文

会則検討委員会  ：  越野　　寿（委員長），栗原　大介，坂口　　究，月村　直樹，誉田　雄司，

中村　和夫，和田淳一郎
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安全基準検討委員会  ：  鈴木　恭典（委員長），武部　純，小椋　一朗，若林　則幸，栗原　大介，

芥川　正武，土田富士夫，土橋　俊男，藤波和華子

医 療 委 員 会  ：  都築　尊（委員長），大久保力廣，大山　哲生，尾澤　昌悟，鈴木　恭典，

渡辺　崇文，曽根　峰世，田中　譲治，小坪　義博

広 報 委 員 会  ：  芥川　正武（委員長），大山　哲生，越野　寿，誉田　雄司，槙原　絵理，

和達　重郎

認定医審議委員会  ：  會田　英紀（委員長），武部　純，田中　譲治，槙原　絵理，岡本　和彦，

小坪　義博

臨床評価委員会  ：  永田　和裕（委員長），大山　哲生，曽根　峰世，熊野　弘一，會田　英紀，

岩堀　正敏，石田　雄一，金澤　　学，新保　秀仁

ISO 対策委員会  ：  高橋　正敏 ( 委員長 )，大久保力廣，大山　哲生，鈴木　恭典，熊野　弘一，

曽根　峰世，金澤　　学，オブザーバー：菊地　　亮

倫理審査委員会  ：  武部　　純（委員長），岡本　和彦，槙原　絵理，越野　　寿，伊藤　誠康，

野村健太郎，伊藤友也 

利益相反委員会  ：  岡本　和彦（委員長），大久保力廣，槙原　絵理

地域医療連携・  ：  大山　哲生（委員長），芥川　正武（広報・委員長），上田　貴之，

支援委員会 金澤　　学（学術・委員長），坂口　　究，鈴木　恭典（安全基準検討・委員長），

 田中　譲治，都築　　尊（医療・委員長），永田　和裕（臨床評価・委員長），

 依田　信裕，渡邉　　恵

英 文 誌 の 発 行 W G  ：  曽根　峰世（委員長），石田　雄一，田中　譲治，渡邉　恵，和田淳一郎

理 事 長 幹 事  ：  熊野　弘一（愛知学院大・歯）

庶  務  幹  事  ：  松本　大慶（明海大・歯）

編  集  幹  事  ：  松本　大慶（明海大・歯）

認定医審議幹事  ：  煙山　修平（北医療大・歯）

学 術 幹 事  ：  駒ヶ嶺友梨子（東医歯大・歯）

プロジェクト検討幹事  ：  後藤　崇晴（徳島大・歯）

用語検討幹事  ：  渡辺　崇文（九歯大・歯）

安全基準幹事  ：  栗原　大介（鶴見大・歯）

臨床評価幹事  ：  吉田　馨太（株式会社シンワ歯研）

I S O 幹 事  ：  建部　二三　（北医療大・歯）

医 療 幹 事  ：  濱中　一平　（福歯大・歯）

事 務 局  ：  日本磁気歯科学会事務局

( 株 ) ケイ・コンベンション内　吉澤美穂

〒 160-0022 新宿区新宿 1-27-2-2F

TEL：03-5367-2409，FAX：03-5367-2187   E-mail：jsmad@k-con.co.jp
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日本磁気歯科学会　認定医名簿

（令和 7 年 10 月 30 日現在）

認定医番号 氏　　　名 所　　　　属

6 鱒　見　進　一  九州歯科大学

8 大　川　周　治  明海大学

15 磯　村　哲　也  康生歯科医院

16 田　中　譲　治  田中歯科医院

22 佐々木　英　機 佐々木歯科医院

25 誉　田　雄　司  誉田歯科診療所

28 中　村　好　徳  オアシス歯科医院東刈谷

29 石　川　　　晋 石川歯科

30 水　野　直　紀  みずの歯科医院

31 蒔　田　眞　人  敬天堂歯科医院

35 大　山　哲　生  日本大学

42 槙　原　絵　理  九州歯科大学

44 藤　本　俊　輝  藤本歯科長洲医院

49 八　木　まゆみ 九州歯科大学

50 宮　前　　　真  愛知学院大学

54 中　村　浩　子  オアシス歯科医院東刈谷

58 庄　司　和　伸 しょうじ歯科医院

59 武　藤　亮　治  あざみ野ポプラ歯科クリニック

60 石　田　雄　一  徳島大学

61 熊　野　弘　一  愛知学院大学

62 増　田　達　彦 医療法人グループ光風会

63 神　原　　　亮  かんばら歯科

64 曽　根　峰　世  明海大学

66 津　田　尚　吾  津田歯科医院

67 泉　田　明　男  東北大学

68 大久保　力　廣  鶴見大学

日本磁気歯科学会　認定歯科技工士名簿

（令和 7 年 10 月 30 日現在）

認 定 歯 科
技工士番号

氏　　　名 所　　　　属

3 横 江 　 誠 愛知学院大学
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　　　賛助会員（五十音順）

愛 知 製 鋼 株 式 会 社 〒 476-8666 愛知県東海市荒尾町ワノ割１番地電子・磁性部

医 歯 薬 出 版 株 式 会 社 〒 113-0021 東京都文京区本駒込 1-7-10 歯科宣伝

株 式 会 社 ケ デ ィ カ 〒 981-3206 宮城県仙台市泉区明通 3-20

株 式 会 社 ジ ー シ ー 〒 113-0033 東京都文京区本郷 3-2-14

株 式 会 社 モ リ タ 〒 564-8650 大阪府吹田市垂水町 3-33-18

和 田 精 密 歯 研 株 式 会 社 〒 532-0002 大阪府大阪市淀川東三国 1-12-15 辻本ビル 6 Ｆ

マ グ ネ デ ザ イ ン 株 式 会 社 〒 470-2414 愛知県知多郡美浜町豊丘北平井 2-4

歯 科 心 身 株 式 会 社 〒 532-0002 東京都港区北青山 1-3-1 アールキューブ青山 3 階

－　編集後記　－

　会員の皆様，日本磁気歯科学会雑誌を今年もお届けいたします． 34 巻 1 号は，総説論文が 5 編，原

著論文が 1 編，そして臨床論文が 6 編と充実した内容となっております．その分いつもながら査読の

負担が大幅に増えてしまい編集委員の皆様にはご多忙中にも関わらず大変なご苦労をおかけいたしま

した．これに関しても改めて深謝いたします．また本号から前川賢治先生に新たに編集委員会に加わっ

ていただきました．経験ある先生に加わっていただき一層充実した誌面作りが今後できるものと思っ

ていますので，会員の皆様にはご期待いただければと思います． 

それではまた次号でお会いしましょう．

編集委員長　曽根　峰世

　

編集委員長 曽根　峰世（明海大学）

編 集 委 員 曾田　英紀（北海道医療大学）

( 五十音順 ) 芥川　正武（徳島大学）

熊野　弘一（愛知学院大学）

高橋　正敏（北海道医療大学）

槙原　絵理（九州歯科大学）

前川　賢治（大阪歯科大学）

編 集 幹 事 松本　大慶（明海大学）

　
◆次号の原稿締切りは， 2026 年 5 月 31 日の予定です． 随時投稿受付を行っておりますので， お早めにご準備のほど

　お願い申し上げます．編集の迅速化と編集経費削減のため， メ ー ルでのご投稿にご協力ください．

　メ ー ルでのご投稿は下記のメ ー ルアドレスまで宜しくお願い致します．

j j m a g @ j s m a d . j p
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